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第１章 計画策定に当たって 

１．計画策定の趣旨 

 

高齢化の進展に伴い要介護高齢者が増加する一方、核家族化の進行等要介護者

を支えてきた家族をめぐる状況の変化に対応し、社会全体で高齢者介護を支える

仕組みとして、平成 12（2000）年４月に介護保険制度がスタートし、既に 20 年

が経過しています。 

本町では平成 12（2000）年３月に１期目の介護保険事業計画を策定し、３年ご

とに見直しを行い、今回で第８期を迎えることになります。 

この間、高齢化の進展に伴う要介護者の増加、それに起因する介護給付費の増

加、更に介護保険料の上昇、介護サービス提供体制の充実を支える介護従事者の

育成・確保、地域医療と介護の連携、認知症対策など、様々な課題が顕在化して

きています。 

こうした中、団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年、団塊ジュニアが

高齢者となり、現役世代 1.5 人が高齢者１人を支える令和 22（2040）年を見据え

て、たとえ介護が必要になっても住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを

続けることができるように、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提

供される地域包括ケアシステムの深化・推進が必要となっています。 

加えて、高齢者をはじめ、支援を必要とする人を住民同士がお互いに支え合う

「地域共生社会」の構築が求められています。 

本町の 65 歳以上人口の割合（高齢化率）は 24.7％（令和２（2020）年９月末

現在）となっており、今後も高齢者の増加、高齢化率の上昇が見込まれることか

ら、介護保険制度の持続可能性を確保しつつ、実効性のある介護予防体制の更な

る充実をはじめ、高齢者を取り巻く様々な課題に適切に対応していくことが求め

られています。 

この度、令和３（2021）年３月末をもって、現在の藍住町第７期介護保険事業

計画及び高齢者福祉計画が終了することから、本町における介護保険事業に係る

基本的事項を定め、適切な介護サービスの提供、地域支援事業の充実等を図ると

ともに、高齢者が住み慣れた地域や家庭で、健康に暮らし続けられる体制づくり

に向け、藍住町第８期介護保険事業計画及び高齢者福祉計画（以下、「本計画」と

いう。）を策定しました。 
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介護保険事業計画の制度改正の経過 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．計画の性格・位置付け 

 

本計画は、老人福祉法第 20 条の８に基づく市町村老人福祉計画、介護保険法第

117 条に基づく市町村介護保険事業計画を一体的に策定します。 

また、本計画は、町政の最上位計画である総合計画をはじめ、関連する各分野

の計画、国の法制度や指針、県の計画との整合を図りながら策定します。 

 

３．計画の期間 

 

本計画の計画期間は、令和３（2021）年度を初年度とし、令和５（2023）年度

を目標年度とする３か年とします。 

 

計画期間 
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４．日常生活圏域の設定 

 

日常生活圏域とは、高齢者が住み慣れた地域で適切なサービスを受けながら生

活を継続できるよう、地理的条件や人口・交通事情等の社会的条件・介護サービ

スを提供するための施設の整備状況などを総合的に勘案し、地域の特性に応じて

圏域を区分したものです。 

本計画においても、第７期計画に引き続き、町全体を１圏域と設定し、町域全

体を一つの日常生活圏域としてとらえ、圏域内の様々な社会資源の連携による地

域包括ケアシステムの構築に努めます。 

 

５．計画の策定方法と体制 

 

①高齢者実態調査の実施 

高齢者の生活実態や介護サービスの利用意向など、生活実態やニーズ等を把握

し、今後の介護保険事業、高齢者保健福祉施策を検討するために、介護予防・日

常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査を実施しました。 

 

②第８期藍住町介護保険事業計画等策定委員会の開催 

多様な意見を踏まえた計画となるよう、関係機関、関係団体、事業者、介護保

険被保険者等で組織された「第８期藍住町介護保険事業計画等策定委員会」にお

いて、本計画策定に当たっての意見交換及び審議を行います。 

 

③パブリックコメントの実施 

広く町民等から意見を聴取し、本計画に反映させるため、パブリックコメント

を実施します。 

 

④庁内関連部署との協議・検討 

関係各課との施策連携を図る必要性から、関係する庁内関連部署と現状を踏ま

えた課題把握や今後の施策検討など計画策定について協議を行い、計画を作成し

ます。 

 

⑤徳島県との意見調整 

介護保険制度における介護給付等対象サービスは、広域的に提供されることや、

介護保険施設は「徳島県介護保険事業支援計画」により福祉圏域ごとに整備され

ることから、徳島県との意見調整を行い、計画を策定します。 
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６．第８期介護保険事業計画の基本方針 

国において、第８期計画では、第７期計画での目標や具体的な施策を踏まえ、

令和７（2025）年を目指した地域包括ケアシステムの整備、さらに現役世代が急

減する令和 22（2040）年の双方を念頭に、高齢者人口や介護サービスのニーズを

中長期的に見据えることについて計画に位置付け、計画の柱として次の７つが検

討されています。 

 

①令和７（2025）・令和 22（2040）年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

◇令和７（2025）年・令和 22（2040）年を見据え、地域ごとの推計人口等から

導かれる介護需要等を踏まえて計画を策定 

◇介護離職ゼロの実現に向けたサービス基盤整備、地域医療構想との整合性 

◇指定介護療養型医療施設の設置期限（令和５（2023）年度末）までに、確実

な転換等を行うための具体的な方策 

②地域共生社会の実現 

◇地域共生社会の実現に向けた考え方や取組について記載 
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③介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施） 

◇一般介護予防事業の推進に関して「ＰＤＣＡサイクル沿った推進」、「専門職

の関与」、「他の事業との連携」について記載 

◇自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取組の例示として就労的活動等に

ついて記載 

◇総合事業の対象者や単価の弾力化を踏まえて計画を策定 

◇保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進について記載。 

（一般会計による介護予防等に資する独自事業等について記載） 

◇在宅医療・介護連携の推進について、看取りや認知症への対応強化等の観点

を踏まえて記載 

◇要介護（支援）者に対するリハビリテーションの目標については、国で示す

指標を参考に計画に記載 

◇ＰＤＣＡサイクルに沿った推進に当たり、データの利活用を進めることやそ

のための環境整備について記載 

④有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・市町村間の情報連

携の強化 

◇特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス

付き高齢者向け住宅の入居定員総数を記載 

⑤認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 

◇認知症施策推進大綱等を踏まえ、「共生」と「予防」を車の両輪とした認知症

施策の推進について記載 

⑥地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

◇介護職員に加え、介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保の必要性に

ついて記載 

◇介護現場における業務仕分やロボット・ＩＣＴの活用、元気高齢者の参入に

よる業務改善など、介護現場革新の具体的な方策を記載 

◇総合事業等の担い手確保に関する取組の例示としてポイント制度や有償ボラ

ンティア等について記載 

◇要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性について記載 

◇文書負担軽減に向けた具体的な取組を記載 

⑦災害や感染症対策に係る体制整備 

◇近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、これら

への備えの重要性について記載 

※社会保障審議会介護保険部会（第 91 回）の資料をもとに作成 
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第２章 高齢者を取り巻く状況 

１．人口等の動向 

 

（１）総人口等の推移 

本町の総人口等の推移をみると、総人口は平成 27（2015）年の 34,751 人から

令和２（2020）年には 35,436 人へと一貫して増加傾向にあります。65 歳以上の

高齢者人口も増加傾向にあり、高齢化率は令和２（2020）年で 24.7％となってい

ます。 

高齢者人口の状況をみると、高齢者に占める後期高齢者の割合が増加して推移

しており、令和２（2020）年で 42.2％となっています。 

 

総人口等の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳（各年９月末日現在） 

 

高齢者人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳（各年９月末日現在） 
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（２）人口構造の状況 

本町の人口構造を５歳階級別の人口ピラミッドでみると、40 代とともに、65～

69 歳、70～74 歳の層の人口が多くなっています。 

 

 

人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳（令和２（2020）年９月末日現在） 
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単位：世帯、％

持ち家 公営の借家 民営の借家 その他 計

8,932 510 3,272 390 13,104

（構成比） 68.2 3.9 25.0 3.0 100.0

4,194 177 299 64 4,734

（構成比） 88.6 3.7 6.3 1.4 100.0

一般世帯数

高齢者のいる世帯数

361 447 676 1,082480 695 966
1,3551,712 1,763

1,965

2,297

7,359
8,135

8,463

8,370

9,912

11,040

12,070

13,104

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（世帯）

高齢者単身世帯 高齢者夫婦世帯

子ども等との同居世帯 高齢者のいない世帯

ダミー

2,553

25.8％

4,734

36.1％3,607

29.9％
2,905

26.3％

（３）高齢者世帯の状況 

本町の一般世帯（施設等の世帯を除いた世帯）は、平成 12（2000）年の 9,912

世帯から平成 27（2015）年の 13,104 世帯へと増加しています。高齢者のいる世

帯をみると、平成 12（2000）年の 2,553 世帯から平成 27（2015）年の 4,734 世帯

へと増加し、一般世帯に対する高齢者のいる世帯の割合は平成 12（2000）年の

25.8％から、平成 27（2015）年の 36.1％へと増加しています。世帯構成別でみる

と、高齢者のいる世帯はいずれも増加傾向にあり、特に「高齢者夫婦世帯」、「高

齢者単身世帯」（ひとり暮らし世帯）の増加が顕著になっています。 
 

高齢者世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

（４）高齢者の住まいの状況 

高齢者のいる世帯の住まいの状況をみると、一般世帯では持ち家の構成比は

68.2％と７割程度にとどまっていますが、高齢者のいる世帯では 88.6％が持ち家

となっており、一般世帯と比較すると 20.4 ポイント高くなっています。 

 

高齢者の住まいの状況 

 

 

 

 

 

 

※平成 27 年国勢調査 
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（５）高齢者の就業状況 

高齢者の就業状況をみると、高齢者の就業者数は 1,413 人となっており、高齢

者（7,591 人）のうち 18.6％が就業しています。 

産業別にみると、本町全体では、第１次産業の就業者は 4.6％程度、第２次産

業は 27.5％、第３次産業は 60％以上を占めています。また、農業・林業の就業者

は全体の 37.3％を 65 歳以上の高齢者が占めており、第１次産業における高齢者

の割合が高くなっています。 

 

高齢者の就業状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 27 年国勢調査 

 

  

人数

全就業人口

に占める

割合

人数

65歳以上

就業人口

に占める
割合

業種別全就業

人口に占める

65歳以上就業

人口の割合

16,175 100.0 1,413 100.0

農業，林業 734 4.5 274 19.4 37.3

漁業 8 0.05 1 0.1 12.5

鉱業，採石業，砂利採取業 9 0.1 0 0.0 0.0

建設業 1,368 8.5 162 11.5 11.8

製造業 3,055 18.9 138 9.8 4.5

電気・ガス・熱供給・水道業 44 0.3 0 0.0 0.0

情報通信業 202 1.2 3 0.2 1.5

運輸業，郵便業 701 4.3 56 4.0 8.0

卸売業，小売業 2,636 16.3 193 13.7 7.3

金融業，保険業 322 2.0 13 0.9 4.0

不動産業，物品賃貸業 264 1.6 43 3.0 16.3

学術研究，専門・技術サービス業 418 2.6 39 2.8 9.3

宿泊業，飲食サービス業 764 4.7 68 4.8 8.9

生活関連サービス業，娯楽業 574 3.5 75 5.3 13.1

 教育，学習支援業 661 4.1 33 2.3 5.0

 医療，福祉 2,682 16.6 145 10.3 5.4

複合サービス事業 124 0.8 0 0.0 0.0

 サービス業
（他に分類されないもの）

826 5.1 137 9.7 16.6

公務
（他に分類されるものを除く）

540 3.3 16 1.1 3.0

分類不能の産業 241 1.5 17 1.2 7.1

単位：人、％

65歳以上就業人口

総数

第

一
次

第

二

次

第

三

次

産業 業種

全就業人口
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99 100 77 86 90 99
208 240 240 225 233 247

211 218 209 198 198 195

301 314 333 381 352 351

205
205 227 205 230 243

149 138 146 183 174 183164 178 168 161 161 159
1,337 1,393 1,400 1,439 1,438 1,477

0

500

1,000

1,500

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

要支援1 要支援2 要介護１ 要介護2

要介護3 要介護4 要介護5 合計

（人）

7.4 

7.2 

5.5 

6.0 

6.3 

6.7 

13.9 

11.1 

15.6 

17.2 

17.1 

15.6 

16.2 

16.7 

14.1 

15.5 

15.8 

15.6 

14.9 

13.8 

13.8 

13.2 

20.2 

19.7 

22.5 

22.5 

23.8 

26.5 

24.5 

23.8 

17.3 

18.1 

15.3 

14.7 

16.2 

14.2 

16.0 

16.5 

13.2 

13.8 

11.1 

9.9 

10.4 

12.7 

12.1 

12.4 

12.3 

12.8 

12.3 

12.8 

12.0 

11.2 

11.2 

10.8 

9.0 

9.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成26年度

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

令和元年度

国（令和元年度）

徳島県（令和元年度）

要支援1 要支援2 要介護１ 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

２．要介護認定者等の状況 

 

（１）要介護認定者等の状況 

本町の要介護認定者等の推移をみると、平成 26（2014）年度以降増加傾向にあ

り、令和元（2019）年度で 1,477 人となっています。要介護度別の割合をみると、

平成 27（2015）年以降、要介護３以上の重度者の割合が増加している傾向がみら

れ、令和元（2019）年で全体の 39.7％と、国・県の割合を上回ります。 

調整済認定率をみると、本町は国・県を上回って推移しており、令和元（2019）

年度末で 19.0％となっています。また、認定率（第 1号被保険者）を県内保険者

（市町村）で比較すると、２番目に高い水準となっています。 

 

要支援・要介護認定者の推移（第２号被保険者含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域包括ケア「見える化」システム（各年度３月末） 

 

要支援・要介護認定者構成比の推移（第２号被保険者含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域包括ケア「見える化」システム（各年度３月末） 
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調整済認定率（第１号被保険者）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域包括ケア「見える化」システム（各年度３月末） 

 

 

 

県内保険者（市町村）の調整済認定率（第１号被保険者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※地域包括ケア「見える化」システム（令和２（2020）年３月末） 
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130 158 146138 137 139

891
844 864

80.5% 79.2% 77.8%

0.0%

30.0%

60.0%

90.0%

0

200

400

600

800

1,000

平成30年 平成31年 令和２年

施設サービス受給者数 居住系サービス受給者数

在宅サービス受給者数 サービス受給者の要介護等認定者比

（人）

平成30年 平成31年 令和２年

①施設サービス 130 158 146

高齢者受給率 1.6% 1.9% 1.7%

要介護等認定者受給率 9.0% 11.0% 9.9%

②居住系サービス 138 137 139

高齢者受給率 1.7% 1.6% 1.6%

要介護等認定者受給率 9.6% 9.5% 9.4%

③在宅サービス 891 844 864

高齢者受給率 11.1% 10.1% 10.1%

要介護等認定者受給率 61.9% 58.7% 58.5%

サービス受給者数計（①+②+③） 1,159 1,139 1,149

高齢者受給率 14.4% 13.7% 13.4%

要介護等認定者受給率 80.5% 79.2% 77.8%

第1号被保険者 8,061 8,325 8,547

要介護等認定者 1,439 1,438 1,477

区分

（２）介護保険サービス受給者数の状況 

介護保険サービス受給者数の状況をみると、総数、在宅サービスは平成 30（2018）

年から平成 31（2019）年にかけて減少し、平成 31（2019）年から令和２（2020）

年にかけて増加しています。一方、施設サービスは、平成 30（2018）年から平成

31（2019）年にかけて増加し、平成 31（2019）年から令和２（2020）年にかけて

減少しています。なお、居住系サービスはほぼ横ばいで推移しています。 

要介護等認定者に対するサービス受給の割合は、令和２（2020）年で 77.8％と

８割弱を占めており、認定を受けているにも関わらずサービスを利用していない、

いわゆるサービス未利用者は 22.2％となっています。 

 

介護保険サービス受給者数の状況（第２号被保険者を含む） 

単位：人、％ 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

※地域包括ケア「見える化」システム（各年３月末） 
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Ａエリア 

（在宅高） 

Ｂエリア 

（在宅・施設 

・居住高） 

Ｃエリア 

（在宅・施設 

・居住低） 

Ｄエリア 

（施設・居住高） 

 

（３）第１号被保険者１人当たり給付月額の状況 

本町の給付特性を把握するため、調整済み第１号被保険者１人当たり給付月額

を、在宅サービスと施設及び居住系サービスという軸で分け、散布図で分析しま

した。 

全国平均を中心に右図のような４象限に区

分すると、Ａエリアは調整済みの在宅サービス

給付月額が高い地域、Ｂエリアは在宅、施設及

び居住系サービスともに調整済みの給付月額

が高い地域、Ｃエリアは在宅、施設及び居住系

サービスともに調整済みの給付月額が低い地

域、Ｄエリアは調整済みの施設及び居住系サー

ビス給付月額が高い地域となります。 

本町は、在宅・施設及び居住系サービスともに調整済みの給付月額が高い地域

に分類されています。 

 

調整済み第 1 号被保険者１人当たり給付月額（在宅サービス・施設及び居住系サービス） 

 

※地域包括ケア「見える化」システム（平成 29（2017）年） 

※出典「介護保険総合データベース」及び総務省「住民基本台帳人口・世帯数」（平成 29（2017）年） 
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(円)
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計画 実績 対計画比 計画 実績 対計画比

①施設サービス 456,565,000 485,880,099 106.4 456,766,000 496,442,045 108.7
介護老人福祉施設 185,235,000 214,143,921 115.6 185,318,000 194,911,975 105.2
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 70,677,000 63,343,633 89.6 70,709,000 90,738,756 128.3
介護老人保健施設 150,734,000 150,494,977 99.8 150,801,000 155,521,156 103.1
介護医療院 8,476,000 5,865,279 69.2 8,476,000 27,849,726 328.6
介護療養型医療施設 41,443,000 52,032,289 125.6 41,462,000 27,420,432 66.1
②居住系サービス 409,150,000 424,230,423 103.7 409,333,000 427,072,066 104.3
特定施設入居者生活介護 2,001,000 6,402,815 320.0 2,002,000 5,101,754 254.8
地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 - 0 0 -
認知症対応型共同生活介護 407,149,000 417,827,608 102.6 407,331,000 421,970,312 103.6
③在宅サービス 1,088,972,000 1,326,635,348 121.8 1,092,333,000 1,308,362,075 119.8
訪問介護 195,458,000 227,233,758 116.3 195,047,000 213,321,087 109.4
訪問入浴介護 4,373,000 7,205,629 164.8 4,374,000 10,689,508 244.4
訪問看護 22,489,000 35,239,035 156.7 22,943,000 36,141,661 157.5
訪問リハビリテーション 25,781,000 37,623,200 145.9 26,278,000 41,492,322 157.9
居宅療養管理指導 19,521,000 26,139,107 133.9 19,640,000 26,650,745 135.7
通所介護 414,152,000 459,477,438 110.9 415,326,000 403,428,732 97.1
地域密着型通所介護 23,526,000 35,161,376 149.5 23,536,000 36,541,825 155.3
通所リハビリテーション 75,083,000 139,498,817 185.8 76,261,000 182,806,977 239.7
短期入所生活介護 68,742,000 76,098,829 110.7 68,773,000 77,466,581 112.6
短期入所療養介護（老健） 4,618,000 1,852,542 40.1 4,620,000 1,428,371 30.9
短期入所療養介護（病院等） 0 258,390 - 0 0 -
福祉用具貸与 53,551,000 78,061,903 145.8 53,725,000 78,253,789 145.7
特定福祉用具販売 2,145,000 1,872,313 87.3 2,145,000 2,060,937 96.1
住宅改修 6,196,000 5,322,215 85.9 6,196,000 6,274,317 101.3
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 - 0 0 -
夜間対応型訪問介護 0 0 - 0 0 -
認知症対応型通所介護 0 1,222,200 - 0 0 -
小規模多機能型居宅介護 53,004,000 64,288,467 121.3 53,028,000 58,735,588 110.8
看護小規模多機能型居宅介護 0 0 - 0 0 -
介護予防支援・居宅介護支援 120,333,000 130,080,129 108.1 120,441,000 133,069,635 110.5

介護給付計 1,954,687,000 2,236,745,870 114.4 1,958,432,000 2,231,876,186 114.0

平成30年度 令和元年度

（４）介護保険給付費の状況 

平成 30（2018）年度から令和元（2019）年度のサービス別給付費の推移をみる

と、対計画比では、「介護医療院」が69.2％から328.6％、「訪問入浴介護」が164.8％

から 244.4％、「通所リハビリテーション」が 185.8％から 239.7％と大きく伸び

ています。 

総給付費については、平成 30（2018）年度から令和元（2019）年度にかけてや

や減少しており、対計画比は平成 30（2018）年度で 114.4％、令和元（2019）年

度で 114.0％となっています。 

 

介護保険給付費の状況（対計画比） 

単位：円、％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※実績値は地域包括ケア「見える化」システム 
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2025年 2040年

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和７年 令和22年

総人口 35,436 35,524 35,599 35,656 35,737 34,728

0～39歳 15,000 14,911 14,762 14,675 14,443 13,415

40～64歳 11,681 11,661 11,769 11,846 11,930 11,111

65歳以上 8,755 8,952 9,068 9,135 9,364 10,202

65～74歳 5,063 5,221 5,036 4,790 4,436 4,584

75歳以上 3,692 3,731 4,032 4,345 4,928 5,618

高齢化率 24.7 25.2 25.5 25.6 26.2 29.4

実績値
推計値

第８期

35,436 35,524 35,599 35,656 35,737 34,728

8,755 8,952 9,068 9,135 9,364 10,202

24.7 25.2 25.5 25.6 
26.2 

29.4 

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

令和２年

（実績）

令和３年

（推計）

令和４年

（推計）

令和５年

（推計）

令和７年

（推計）

令和22年

（推計）

総人口 高齢者 高齢化率

（人） （％）

３．高齢者等の見込み 

 

（１）総人口・高齢者人口の見込み 

コーホート変化率法に基づく将来人口推計結果をみると、総人口は、令和２

（2020）年の 35,436 人から、本計画の目標年度である令和５（2023）年には 35,656

人へと増加が見込まれています。65 歳以上人口は、令和２（2020）年の 8,755 人

から令和５（2023）年には 9,135 人へと増加傾向で推移することが見込まれてい

ます。 

総人口に占める高齢者数の割合である高齢化率は令和２（2020）年の 24.7％か

ら令和５（2023）年には 25.6％となることが予測されます。 

また、令和５（2023）年までは前期高齢者が後期高齢者を上回っていますが、

令和７（2025）年以降、後期高齢者が前期高齢者を上回ると見込まれます。 

 

将来人口推計結果 

単位：人、％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実績は住民基本台帳人口（９月末現在） 
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2025年 2040年

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和７年度 令和22年度

総数 1,500 1,546 1,599 1,658 1,750 2,482

要支援1 94 96 99 104 111 141

要支援2 257 264 271 283 302 410

要介護1 194 200 207 215 227 316

要介護2 369 381 394 407 430 610

要介護3 244 252 262 271 286 420

要介護4 185 190 199 205 217 321

要介護5 157 163 167 173 177 264

うち第1号被保険者数 1,468 1,514 1,567 1,626 1,718 2,450

要支援1 92 94 97 102 109 139

要支援2 253 260 267 279 298 406

要介護1 191 197 204 212 224 313

要介護2 360 372 385 398 421 601

要介護3 239 247 257 266 281 415

要介護4 178 183 192 198 210 314

要介護5 155 161 165 171 175 262

実績値
推計値

第８期

（２）要介護認定者等の見込み 

将来人口推計結果に基づき、要介護度別・性・年齢別出現率の実績及び伸びを

勘案し、要支援・要介護認定者数を推計した結果をみると、認定者数は、令和２

（2020）年度の 1,500 人から、本計画の目標年度である令和５（2023）年度には

1,658 人へと増加が見込まれます。 

 

要支援・要介護認定者の見込み（第２号被保険者を含む） 

単位：人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※実績値は地域包括ケア「見える化」システム（令和２（2020）年８月末現在）、推計値は地域包括ケア「見える化」システ

ム将来推計機能により算出（実績値を基準に認定率を一定とした自然体推計） 
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４．高齢者実態調査結果の概要 

 

本計画の策定に当たって、高齢者の生活実態や在宅生活での課題などを把握す

るため、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査及び在宅介護実態調査を実施しまし

た。調査の実施方法は以下のとおりです。 

 

高齢者実態調査の概要 

 
介護予防・日常生活圏域 

ニーズ調査 
在宅介護実態調査 

調査目的 

要介護状態になる前の高齢者につ

いて、要介護状態になるリスクの

発生状況、社会参加の状況などを

把握することで、地域の抱える課

題を特定することを目的に実施し

ました。 

要介護認定者の適切な在宅生活

の継続と家族等介護者の就労継

続の実現に向け、介護サービス

のあり方を検討し、計画に反映

させることを目的として実施し

ました。 

対象者 

65 歳以上の要介護認定を受けて

いない高齢者及び在宅の要支援認

定者 

要介護認定者及び介護者の家族

（施設入所者は除く） 

調査方法 郵送法（郵送による配布・回収） 
郵送法（郵送による配布・回

収） 

調査時期 令和元（2019）年 11 月～12 月 令和元（2019）年 11 月～12 月 

配布数 1,436 票（無作為抽出） 541 票 

有効回収数 955 票 288 票 

有効回収率 66.5％ 53.2％ 
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（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果 

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果については、高齢者の要介護状態にな

るリスクの発生状況を把握するため、①運動器の機能低下、②転倒、③閉じこも

り、④口腔機能の低下、⑤栄養改善、⑥低栄養、⑦認知機能の低下、⑧うつの８

つの項目についてリスク評価を行っています。 

 

①運動器の機能低下リスク（一般高齢者） 

■リスク判定方法 

以下の設問に対して５問中３問以上該当する場合は、運動器機能の低下してい

る高齢者となります。 

設問 選択肢 

階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか できない 

椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか できない 

15 分位続けて歩いていますか できない 

過去 1年間に転んだ経験はありますか 何度もある／1度ある 

転倒に対する不安は大きいですか 
とても不安である／ 

やや不安である 

 

【全体】 

「該当」が 12.4％、「非該当」が 87.6％となっています。 

【性別・年齢】 

該当者は、男性より女性、前期高齢者より後期高齢者が多くなっており、 

女性の後期高齢者は 25.6％を占めています。 

  

 

  

該当

12.4%

非該当

87.6%

(n=925)

単位：％

該
当

非
該
当

925 12.4 87.6

男性  前期高齢者 302 6.6 93.4

      後期高齢者 182 21.4 78.6

女性  前期高齢者 308 7.1 92.9

      後期高齢者 133 25.6 74.4

性別・年齢

母数 
(n)

運動器の機能低下
リスク

（一般高齢者）

全体
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②転倒リスク（一般高齢者） 

■リスク判定方法 

以下の設問に対して該当する場合は、転倒リスクのある高齢者となります。 

設問 選択肢 

過去 1年間に転んだ経験はありますか 何度もある／1度ある 

 

【全体】 

「該当」が 30.4％、「非該当」が 69.6％となっています。 

【性別・年齢】 

該当者は、女性より男性、前期高齢者より後期高齢者が多くなっています。 

男性の後期高齢者に最も多く、41.8％を占めています。 

  

 

 

③閉じこもりのリスク（一般高齢者） 

●リスク判定方法 

以下の設問に対して該当する場合は、閉じこもり傾向のある高齢者となります。 

設問 選択肢 

週に１回以上は外出していますか ほとんど外出しない／週 1回 

 

【全体】 

「該当」が 12.0％、「非該当」が 88.0％となっています。 

【性別・年齢】 

該当者は、女性より男性、前期高齢者より後期高齢者に多く、後期高齢者では

男性が女性より 8.5 ポイント高くなっています。 

【家族構成】 

該当者は、息子・娘との２世帯、夫婦２人暮らし（配偶者 65 歳以上）、夫婦 

２人暮らし（配偶者 64 歳以下）、１人暮らしの順に多くなっています。 

  

該当

30.4%

非該当

69.6%
(n=925)

単位：％

該
当

非
該
当

925 30.4 69.6

男性  前期高齢者 302 25.8 74.2

      後期高齢者 182 41.8 58.2

女性  前期高齢者 308 24.4 75.6

      後期高齢者 133 39.1 60.9

性別・年齢

母数 
(n)

転倒リスク
（一般高齢者）

全体
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④口腔機能の低下リスク（一般高齢者） 

■リスク判定方法 

以下の設問に対して３問中２問該当する場合は、口腔機能の低下している高齢

者となります。 

設問 選択肢 

【咀嚼機能低下 】半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか はい 

【嚥下機能低下 】お茶や汁物等でむせることがありますか はい 

【肺炎発症リスク】口の渇きが気になりますか はい 

 

【全体】 

「該当」が 24.3％、「非該当」が 75.7％となっています。 

【性別・年齢】 

該当者は、前期高齢者は男性、後期高齢者は女性に多く、男性・女性ともに 

前期高齢者より後期高齢者に多くなっています。 

  

  

該当

12.0%

非該当

88.0%

(n=925)

単位：％

該
当

非
該
当

925 12.0 88.0

男性  前期高齢者 302 10.3 89.7

      後期高齢者 182 22.0 78.0

女性  前期高齢者 308 7.1 92.9

      後期高齢者 133 13.5 86.5

１人暮らし 123 6.5 93.5

夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上） 367 10.1 89.9

夫婦２人暮らし（配偶者64歳以下） 66 7.6 92.4

息子・娘との２世帯 199 16.1 83.9

その他 158 15.8 84.2

性別・年齢

家族構成

母数 
(n)

閉じこもりのリスク
（一般高齢者）

全体

該当

24.3%

非該当

75.7%
(n=925)

単位：％

該
当

非
該
当

925 24.3 75.7

男性  前期高齢者 302 23.5 76.5

      後期高齢者 182 28.6 71.4

女性  前期高齢者 308 19.8 80.2

      後期高齢者 133 30.8 69.2

性別・年齢

母数 
(n)

口腔機能の低下
リスク

（一般高齢者）

全体



21 

 

⑤栄養改善のリスク 

■リスク判定方法 

以下の設問に該当する場合は栄養改善リスクのある高齢者となります。 

設問 選択肢 

身長・体重から算出される BMI（体重（kg）÷身長（m）2） 18.5 未満 

 

【全体】 

「該当」が 5.8％、「非該当」が 94.2％となっています。 

【性別・年齢】 

男性は後期高齢者、女性は前期高齢者に該当者が多くなっています。 

【認定該当状況】 

要支援１・２の 13.3％が該当しています。 

  

 

 

⑥低栄養のリスク（一般高齢者） 

■リスク判定方法 

以下の設問に対して２問中２問該当する場合は、低栄養状態にある高齢者とな

ります。 

設問 選択肢 

身長・体重から算出される BMI（体重（kg）÷身長（m）2） 18.5 未満 

６か月間で２～３kg 以上の体重減少がありましたか はい 

 

【全体】 

「該当」が 1.3％、「非該当」が 98.7％となっています。 

【性別・年齢】 

女性より男性、後期高齢者より前期高齢者に多くなっていますが、いずれも該当

者は 2.0％未満となっています。 

 

該当

5.8%

非該当

94.2%

(n=955)

単位：％

該
当

非
該
当

955 5.8 94.2

男性  前期高齢者 307 4.2 95.8

      後期高齢者 186 5.9 94.1

女性  前期高齢者 310 7.4 92.6

      後期高齢者 152 5.3 94.7

一般高齢者 925 5.5 94.5

要支援１・２ 30 13.3 86.7

性別・年齢

認定該当状況

母数 
(n)

栄養改善のリスク

全体
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⑦認知機能の低下リスクの判定（一般高齢者） 

■リスク判定方法 

以下の設問に対して該当する場合は、認知機能の低下がみられる高齢者となり

ます。 

設問 選択肢 

物忘れが多いと感じますか はい 

 

【全体】 

「該当」が 49.6％、「非該当」が 50.4％となっています。 

【性別・年齢】 

該当者は、男性・女性ともに前期高齢者より後期高齢者に多く、前期高齢者は

男性、後期高齢者は女性に多くなっています。 

 

  

該当

1.3%

非該当

98.7%

(n=925)

単位：％

該
当

非
該
当

925 1.3 98.7

男性  前期高齢者 302 1.7 98.3

      後期高齢者 182 1.1 98.9

女性  前期高齢者 308 1.3 98.7

      後期高齢者 133 0.8 99.2

性別・年齢

母数 
(n)

低栄養のリスク
（一般高齢者）

全体

該当

49.6%
非該当

50.4%

(n=925)

単位：％

該
当

非
該
当

925 49.6 50.4

男性  前期高齢者 302 45.4 54.6

      後期高齢者 182 57.7 42.3

女性  前期高齢者 308 44.2 55.8

      後期高齢者 133 60.9 39.1

性別・年齢

母数 
(n)

認知機能の低下
リスク

（一般高齢者）

全体
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⑧うつリスク（一般高齢者） 

■リスク判定方法 

以下の設問に対して２問中いずれか１つでも該当する場合は、うつ傾向の高齢

者となります。 

設問 選択肢 

この 1 か月間、気分が沈んだり、ゆううつな気持ちになったりすることが

ありましたか 
はい 

この 1 か月間、どうしても物事に対して興味がわかない、あるいは心から

楽しめない感じがよくありましたか 
はい 

 

【全体】 

「該当」が 39.0％、「非該当：以外」が 61.0％となっています。 

【性別・年齢】 

該当者は男性より女性、前期高齢者より後期高齢者が多くなっています。 

【家族構成】 

該当者は、１人暮らし（42.3％）が最も多く、息子・娘との２世帯（36.2％）が最も少なく

なっています。 

 

  

  

該当

39.0%

非該当

61.0%

(n=925)

単位：％

該
当

非
該
当

925 39.0 61.0

男性  前期高齢者 302 35.8 64.2

      後期高齢者 182 44.0 56.0

女性  前期高齢者 308 36.7 63.3

      後期高齢者 133 45.1 54.9

１人暮らし 123 42.3 57.7

夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上） 367 39.5 60.5

夫婦２人暮らし（配偶者64歳以下） 66 39.4 60.6

息子・娘との２世帯 199 36.2 63.8

その他 158 38.0 62.0

性別・年齢

家族構成

母数 
(n)

うつのリスク
（一般高齢者）

全体
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（２）在宅介護実態調査 

①主な介護者の年齢 

介護者の年齢は、「60 代」が 37.2％で最も多く、次いで「70 代」（21.6％）、「50

代」（21.1％）と続きます。60 歳以上の介護者の割合は 67.8％となっています。 

 

主な介護者の年齢 

 
 

 

②施設検討の状況 

施設入所についての検討状況について要介護度別でみると、介護度が上がるに

つれて「申請済み」の割合が増加しています。また、要介護３以上では「検討中」

が 30.0％と約３割を占めています。 

 

施設検討の状況 

 
  

0.0%

0.0%

1.5%

9.0%

21.1%

37.2%

21.6%

9.0%

0.0%

0.5%

0% 20% 40%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

合計(n=199)

79.6%

84.3%

64.0%

18.3%

12.4%

30.0%

2.2%

3.3%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２

要介護１・２

要介護３以上

検討していない 検討中 申請済み
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③主な介護者の勤務形態 

主な介護者の勤務形態は、「働いていない」が 48.2％で約半数を占め、「フルタ

イム勤務」が 22.1％、「パートタイム勤務」が 16.1％となっています。 

 

主な介護者の勤務形態 

 
 

 

④主な介護者の就労継続の可否に係る意識 

フルタイムもしくはパートタイムで就労している方に、介護をしながらの就労

継続について尋ねたところ、要介護度別でみると「問題なく、続けていける」が

要支援１～要介護１では 23.3％となっていますが、要介護２以上では 7.7％と大

きく減少し、要介護２以上では「続けていくのは、やや難しい」が 10.3％と増加

しています。 

 

主な介護者の就労継続の可否に係る意識 

 
 

  

22.1% 16.1% 48.2%

1.0%

12.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=199)

フルタイム勤務 パートタイム勤務 働いていない わからない 無回答

23.3%

7.7%

66.7%

74.4%

0.0%

10.3%

6.7%

5.1%

3.3%

2.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１～要介護１

要介護２以上

問題なく、続けていける 問題はあるが、何とか続けていける

続けていくのは、やや難しい 続けていくのは、かなり難しい

わからない
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⑤今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護 

主な介護者が不安に感じる介護について、要介護度別でみると、要支援１・２

では「外出の付き添い、送迎等」（31.8％）が最も多く、次いで「その他の家事（掃

除、洗濯、買い物等）」（25.0％）が続きます。要介護１・２では「外出の付き添

い、送迎等」（34.5％）が最も多く、次いで「夜間の排泄」（31.0％）などが続き

ます。また、要介護３以上では「夜間の排泄」（46.8％）が最も多く、次いで「認

知症状への対応」（38.3％）などが続きます。 
 

今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護 

 
※「＊＊＊」0.1％、「＊＊」１％、「＊」５％水準で有意な差がある 

  

9.1%

11.4%

2.3%

11.4%

0.0%

4.5%

9.1%

31.8%

2.3%

11.4%

4.5%

22.7%

25.0%

2.3%

6.8%

22.7%

18.2%

17.2%

31.0%

9.2%

25.3%

0.0%

6.9%

13.8%

34.5%

8.0%

29.9%

5.7%

18.4%

13.8%

5.7%

3.4%

10.3%

5.7%

21.3%

46.8%

14.9%

25.5%

2.1%

12.8%

21.3%

19.1%

6.4%

38.3%

10.6%

4.3%

0.0%

0.0%

12.8%

4.3%

2.1%

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）(*)

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）(**)

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない(*)

主な介護者に確認しないと、わからない(*)

要支援１・２(n=44) 要介護１・２(n=87) 要介護３以上(n=47)
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⑥在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス 

在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービスについては、「移送サービ

ス（介護・福祉タクシー等）」が 36.1％で最も多く、次いで「外出同行（通院、買

い物など）」（32.6％）が続き、移動に関する支援への要望が強い結果となってい

ます。 

 

在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス 

 
  

12.2%

14.2%

17.7%

16.7%

13.2%

32.6%

36.1%

12.2%

7.3%

5.9%

26.7%

10.1%

0% 20% 40%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

合計(n=288)
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第３章 基本理念と基本目標 
 

１．基本理念 

 

本町は、人口増加を続ける若い世代の多い町ですが、将来推計結果をみると、

高齢化率は令和２（2020）年の24.7％から、団塊の世代が75歳になる令和７（2025）

年には 26.2％、団塊ジュニア世代が高齢者となる令和 22（2040）年には 29.4％

なると見込まれます。 

高齢化が進展する中で、高齢者の生活様式や意識・ニーズ等が更に多様化して

いくことが予測されます。高齢期を迎えても、それぞれの高齢者が、豊富な経験

や知識・技術等を地域社会に生かすことができる環境づくりが求められています。 

また、今後、要支援・要介護認定者や認知症高齢者の増加が見込まれる中、介

護・医療等の支援を必要とする高齢者が、可能な限り住み慣れた地域で自分らし

い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、住民や事業者等と連携・協

働して、高齢者の地域生活を支える「地域包括ケアシステム」の構築を目指し、

着実に計画を推進していく必要があります。 

さらに、誰もが住み慣れた家庭や地域で安心していきいきと暮らしていくため

に、制度によるサービスを利用するだけでなく、地域での人と人とのつながりを

大切にし、お互いに助け合う関係を築きながら、人と人とが支え合う地域共生社

会の実現が求められています。 

このため、令和７（2025）年、令和 22（2040）年の地域社会を見据えて、高齢

者も他の世代とともに社会を支えていくという考え方を基本として、高齢者の保

健福祉をはじめとする諸施策の充実と介護保険事業の円滑な運営を図ることによ

り、誰もが住み慣れた地域で自立した生活を安心して営み、長寿化した人生を健

康でいきいきと豊かに尊厳をもって暮らすことのできる社会の実現を目指して、

次の基本理念のもと、施策を推進します。 

 

 

 

誰もが住み慣れた地域で 

健康に安心してともに暮らせる環境づくり 

～いつまでもいきいきと暮らせる藍住町をめざして～ 
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２．基本目標 

 

本計画の基本理念を実現するため、次の５つの基本目標を設定します。 

 

【基本目標１】介護予防・生活支援サービスの充実 

高齢者がいつまでも健康で自立して暮らせるよう、生活支援サービスの充実と

ともに、自立生活の確保や要介護状態への移行の抑止、要介護状態の悪化を防止

するなど、介護予防の取組を強化します。また、介護予防や日常生活支援サービ

ス、一般介護予防事業等の展開により、地域における健康づくりの充実を図りま

す。 

 

【基本目標２】支え合いの地域づくり 

住民同士が互いに支え合う「地域共生社会」を構築していくため、地域包括支

援センターの機能強化や医療・介護の連携による地域包括ケアの構築とともに、

地域における課題解決に向けて、支え合いの地域づくりを進めます。 

 

【基本目標３】認知症施策等の推進 

認知症高齢者やその家族への支援とともに、高齢者の虐待防止や成年後見制度

の利用促進など、高齢者の人権が擁護され、尊重される取組を進めます。 

 

【基本目標４】安心して暮らせる環境づくり 

高齢者が安心して暮らせる環境づくりに向け、防災対策及び感染症対策をはじ

め、防犯、交通安全、消費者対策、バリアフリー化など安全確保に向けた施策と

ともに、高齢者の住まいの確保を図ります。また、高齢者の生きがいづくりや社

会参加に向けた取組を進めます。 

 

【基本目標５】持続可能な介護保険制度の運営 

介護を必要とする方が適切なサービスを利用できるための取組をより一層進め

ます。また、保険者機能の強化を図り、介護保険制度の円滑かつ適正な運営によ

り、制度の安定した継続性の確保に努めます。 
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３．計画の体系 
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第４章 施策の展開 
 

基本目標１ 介護予防・生活支援サービスの充実 

 

１．高齢者生活支援サービスの充実 

 

（１）介護予防・生活支援サービス事業の充実 

介護予防・生活支援サービス事業では、地域包括支援センターが行う介護予防

ケアマネジメントを通じて、専門的なサービスが必要な方に対しては有資格の訪

問介護員等から必要なサービスを提供します。また、深刻化する介護人材不足に

対応し、介護の担い手のすそ野を広げる取組として、生活援助サービスの提供者

の資格要件等の基準を緩和したサービスの拡充について検討し、支援を必要とす

る高齢者の個々の状態に応じた介護予防・生活支援サービスの提供に努めます。 

ひとり暮らし高齢者世帯や夫婦のみの高齢者世帯の増加に伴い、何らかの支援

を必要とする高齢者が増加するとともに、高齢者の支援ニーズも多様化していま

す。高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を可能な限り継続できるようにする

ためには、介護保険サービスだけでなく、地域住民等が主体となって参画し、多

様な主体による実効性のあるサービスを充実させることにより、地域の支え合い、

助け合いの体制づくりを推進し、高齢者の多様なニーズに応じた生活支援サービ

スを充実させることが重要です。 

今後は、人員基準等を緩和した緩和型サービスの実施や、移動に支援を必要と

する高齢者の移動手段の確保等について検討し、各種法人・団体との連携強化を

図ります。 

さらに、地域にお住まいの高齢者が自身の生きがいづくりや介護予防のために

生活支援の担い手として活躍する、地域における住民相互の支え合い、助け合い

の地域づくりを促進できる効果的な取組について検討します。 
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（２）生活支援の体制整備 

日常的な生活支援を必要としている高齢者が、住み慣れた地域で安心して在宅

生活を継続していくために、生活支援コーディネーターの配置や助け合い・支え

合いに関する話し合いの場である協議体の設置により、地域の実情に応じた多様

な活動主体による重層的な生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備を図り

ます。また、元気な高齢者が生活支援の担い手として活躍できるような活動の場

や機会の確保に努め、介護予防や生きがいづくりにつなげます。 

本町では、高齢者の生活支援・介護予防サービスの体制整備を推進していくこ

とを目的とし、生活支援体制整備事業として、生活支援コーディネーター（１名）

及び協議体（１）を設置しています。 

活動としては、高齢者の健康維持を目的とした教室の開催のほか、高齢者と地

域とが協力関係を築くための機会提供を図っています。また、令和元（2019）年

７月に県のフレイル予防事業のモデル地域に選定されたことにより、フレイルサ

ポーター及びトレーナーの養成にも力を入れています。 
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２．介護予防・健康づくりの推進 

 

（１）一般介護予防事業の充実 

高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体の通いの

場を充実させ、人と人とのつながりを通じて参加者や通いの場が継続的に拡大し

ていく地域づくりや高齢者の社会参加を促す取組を推進します。 

本町では、介護予防・日常生活支援総合事業の一環として徳島県理学療法士会

と連携し、地域で「いきいき百歳体操」を実施しており、開催箇所も増加してい

ます。「いきいき百歳体操」は、身体に過度の負担がかからないよう、ＤＶＤを観

ながら大半を椅子に腰掛けた状態で行う 40 分程度の簡単な筋力向上体操です。

週１回程度の体操に取り組むことで、体力アップが期待できるほか、仲間づくり

を通して、日常をより楽しく充実したものにすることが期待できることから、今

後も教室数の増加を図るため、開催支援の方法について検討していきます。 

後期高齢者の増加に伴い、認定者の増加も見込まれる中、加齢に伴う心身の機

能低下の予防や認知症の予防、口腔機能の向上など、介護予防に対する意識を高

めるため、高齢者が興味や意欲を持って参加できるよう、周知方法や事業内容等

を工夫しながら普及・啓発事業を実施していきます。 

また、介護予防事業（地域支援事業）として、民間事業者と連携し、体力測定、

血圧測定による効果検証を組み合わせた各種運動教室を開催するほか、フレイル

予防推進事業として、フレイルサポーター及びトレーナー、保健センター、地域

包括支援センターと連携したフレイルチェック（健康教室）を通いの場（老人憩

いの家）で開催します。 

 

いきいき百歳体操の状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

いきいき百歳体操 

実施か所数 

目標 4 か所 5 か所 5 か所 

実績（見込み） 4 か所 5 か所 9 か所 

いきいき百歳体操 

参加人数 

目標 44 人 50 人 50 人 

実績（見込み） 70 人 120 人 150 人 

※令和２年度は見込み。 

評価指標 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

いきいき百歳体操実施か所数 10 か所 11 か所 12 か所 

いきいき百歳体操参加人数 160 人 170 人 180 人 

フレイルチェック実施か所数 7 か所 8 か所 9 か所 

フレイルチェック参加人数 50 人 70 人 90 人 

  



34 

（２）地域リハビリテーション活動支援事業の推進 

地域における介護予防の取組の機能強化を図るため、通所、訪問、地域ケア会

議、サービス担当者会議、住民による通いの場等で、理学療法士などリハビリテ

ーション専門職による助言が得られるように関係機関との連携等により体制づく

りに取り組み、介護予防の強化を図ります。 

 

リハビリテーション提供体制（ストラクチャー指標） 

従事者 全国 徳島県 藍住町 

理学療法士 
合計 18,480 人 212 人 5 人 

[認定者 1 万対] 29.42 人 44.59 人 35.71 人 

作業療法士 
合計 10,273 人 133 人 6 人 

[認定者 1 万対] 16.35 人 27.97 人 42.86 人 

言語聴覚士 
合計 1,923 人 6 人 - 

[認定者 1 万対] 3.06 人 1.26 人 - 

（出典）厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」及び厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報 

平成 29(2017)年時点 

    ※介護老人保健施設、通所リハビリテーション（老健・医療施設）の従事者数。 

 

評価指標 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

リハビリテーション専門職関与件数 11 件 12 件 13 件 

リハビリテーション専門職の介護予防事

業への参加人数 
11 人 12 人 13 人 

 

（３）交付金等を活用した独自事業の展開 

高齢者の社会参加を促すことを目的に、保険者機能強化推進交付金等を活用し、

要支援・要介護認定を受けていない町在住の 65 歳以上の介護保険被保険者を対

象に、個人へのインセンティブ（動機付け）として、民間事業者との協同による

健康ウオーキングポイント事業「ゆめわくわく歩（ポ）イント」や水中運動によ

り身体への負担軽減を図りながら介護予防が促進できるよう、関係部署と連携し、

健康水中運動教室事業「健康すい水エクササイズ教室」を実施しています。 

今後も、国、県等の交付金等を活用した介護予防に資する取組を推進します。 
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（４）生活習慣病予防の推進 

①健康相談・健康づくり講座 

定期的に実施している健康相談や栄養相談は、住民が継続して利用しながら、

健康管理を自らコントロールしていくことを目指し、また、こころの健康相談は、

相談することで、こころの安定を図り、必要な時に医療受診につなぐ役割があり

ます。様々な機会での相談件数も年々増加しており、これらの事業の必要性が高

まっています。 

今後も、正しい健康知識の普及や疾病予防、また、疾病が疑われる場合には早

期に医療受診につなぎ、健康寿命を延伸できるよう各種健康相談事業の内容の充

実に努めます。 

 

健康相談等の状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

健康相談 
開催回数 85 回 80 回 50 回 

参加人数 882 人 643 人 150 人 

栄養相談 
開催回数 21 回 35 回 47 回 

参加人数 48 人 61 人 20 人 

こころの相談 
来所人数 848 人 918 人 800 人 

電話人数 1,303 人 1,289 人 1,200 人 

健康づくり講座 
開催回数 35 回 26 回 24 回 

参加人数 588 人 530 人 480 人 

※令和２年度は見込み。 

 

 

②訪問指導 

生活習慣の改善や疾病予防について、対象者の状況に合わせた保健指導を保健

師・管理栄養士が行っています。 

今後も健康増進法に基づき、対象者の心身の状況や環境等に応じて、保健師や

管理栄養士が必要な方を訪問し、指導を行います。また、効果的な保健指導を実

施できるよう、タイムリーな訪問や必要に応じて関係機関等との連携を図ってい

きます。 
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③健康診査・保健指導 

日本人の死亡原因の約６割を占める生活習慣病の早期発見と重症化予防のため

に、特定健康診査を行っています。また後期高齢者には、生活習慣病の重症化及

びフレイル（加齢に伴う虚弱な状態）を予防するため、徳島県後期高齢者医療広

域連合が主体となって健康診査を行っています。 

また、健診の結果から生活習慣病の発症リスクが高く、食生活等の改善により

予防効果が多く期待できる方に対して、専門スタッフ（保健師、管理栄養士等）

が生活習慣を見直すサポートをしています。 

未受診者対策が課題となっていることから、保健事業計画カレンダーや広報あ

いずみ等で発症予防、重症化予防につながる健康診査・検診の大切さや保健指導

の必要性について啓発を行い、今後も各種検診の受診率の向上に努め、健診結果

に応じた受診行動や生活習慣の改善に向けた指導等を行います。 

 

特定健康診査等の状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

特定健康診査 
受診者数 1,587 人 1,499 人 1,500 人 

受診率 29.38％ 29.32％ 29.43％ 

特定保健指導 
受診者数 110 人 119 人 122 人 

受診率 65.4％ 71.7％ 72.0％ 

※令和２年度は見込み。 

 

評価指標 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

特定健康診査 
受診者数 1,550 人 1,600 人 1,650 人 

受診率 31.0％ 32.0％ 33.0％ 

特定保健指導 
受診者数 215 人 222 人 225 人 

受診率 73.0％ 74.0％ 75.0％ 

 

 

④がん検診 

40 歳以上（子宮頸がんは 20 歳以上、胃内視鏡検査、前立腺がんは 50 歳以上）

の方を対象に、がんの予防・早期発見のために、胃がん・肺がん・大腸がん・前

立腺がん・子宮頸がん・乳がん・肝炎ウイルスの各種検診を継続して実施します。 

受診率は毎年減少傾向にあり、案内文書や通知方法の見直し等、受診率向上へ

の取組が課題となっていることから、がん検診の必要性について啓発を行うとと

もに、環境整備など、今後も受診率の向上に努めます。 
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各種がん検診等の受診状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

胃がん 
受診者数 978 人 862 人 850 人 

受診率 7.6％ 4.2％ 4.1％ 

肺がん 
受診者数 1,306 人 1,341 人 1,300 人 

受診率 6.4％ 6.5％ 6.3％ 

大腸がん 
受診者数 1,602 人 1,583 人 1,600 人 

受診率 7.9％ 7.7％ 7.9％ 

子宮頸がん 
受診者数 1,298 人 1,297 人 1,300 人 

受診率 17.3％ 17.1％ 17.5％ 

乳がん 
受診者数 680 人 687 人 680 人 

受診率 12.7％ 12.5％ 12.5％ 

※令和２年度は見込み。 

 

 

⑤骨粗しょう症・歯周疾患検診 

骨粗しょう症検診は、40 歳・45 歳・50 歳・55 歳・60 歳・65 歳・70 歳の女性

を対象に実施し、歯周疾患検診は 40 歳・50 歳・60 歳・70 歳の節目検診として実

施しています。これらは、介護状態の予防としても重要であり、早期発見・早期

治療を目的に検診を実施しています。 

発症のリスクとして、栄養・食生活、身体活動・運動などの生活習慣が大きく

影響しており、若いころからの取組が重要なため、予防に関する情報提供を行っ

ていきます。 

また、受診者数は低い水準で推移しており、案内文書や通知方法の見直し等、

受診率向上への取組が課題となっていることから、今後も受診率の向上に努めま

す。 
 

骨粗しょう症、歯周疾患検診の状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

骨粗しょう症 受診者数 158 人 148 人 150 人 

歯周疾患 受診者数 41 人 40 人 40 人 

※令和２年度は見込み。 
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（５）自主的な健康づくりの推進 

高齢期の健康を保持し、疾病や要介護状態となることを予防する主体は本人自

身であることから、「健康あいずみ 21」に基づき、定例会での学習や情報提供な

ど健康に関する知識が地域に効果的に普及できるよう普及啓発活動を行い、住民

の自主的な取組を支援します。 

また、高齢者の急激な増加が見込まれる中、地域全体での健康づくりへの取組

がますます重要になってきています。保健センターや地域包括支援センターと連

携し、今後も健康づくりについてともに学習し、生活習慣病予防のための情報を

より多くの方に普及できるよう、保健栄養推進員や食生活改善推進員の活動を支

援していきます。 

 

（６）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

保健事業及び介護予防事業における各実施主体が蓄積した情報とノウハウを活

用した「高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施」を実施するためには、国

保データシステム（ＫＤＢシステム）の活用による対象者の抽出・地域の健康課

題の把握をはじめ、事業の企画・調整・分析・評価等を行う保健師等の医療専門

職や地域において通いの場等への積極的な関与や個別訪問等を行う医療専門職の

配置が必要です。 

このため、疾病予防及び介護予防の推進が図られるよう、企画・調整等を担当

する医療専門職を配置するとともに、事業実施の基本的方針等の策定のもと、健

康な方を含めた全ての高齢者への働きかけのほか、疾病及び要介護状態となる危

険度が高い方への働きかけを行う取組を展開します。 

 

  



39 

３．介護者への支援 

 

家族介護者が地域の中で孤立することなく、また介護をしながら働き続けるこ

とができる社会を目指し、介護サービスや在宅生活の継続のために必要な情報、

その他の情報提供を介護者に個別で対応しながら、既存の交流会や地域の社会資

源も活用し、介護者の精神的な負担を軽減できるよう支援に取り組みます。 
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基本目標２ 支え合いの地域づくり 

 

１．地域包括ケア推進体制の充実 

 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

高齢者が安心して生活できるように、地域包括支援センターの運営や機能強化

を進める必要がありますが、現状では第１号保険者の人口割合に対して社会福祉

士・保健師・主任ケアマネジャーの３職種の人材が少ない状況にあるため、専門

職の計画的な確保を行い、高齢者の生活をあらゆる面からサポートしていきます。 

また、地域の高齢者やその家族、介護・医療関係者・地域の民生委員などから

の各種相談に対して、専門職種が関係機関と連携しながら、幅広く総合的に対応

し、多面的支援を行います。 

なお、引き続き、地域包括支援センターの適切な運営、公平・中立性の確保を

図るため、地域包括支援センター運営協議会を設置し、適切な運営を図っていき

ます。 

地域包括ケアを支える中核機関として、地域包括支援センターの機能強化を図

るため、本計画期間においては、次のように機能の一層の強化を図ります。 
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（２）地域ケア会議と適切なケアマネジメントの推進 

地域包括ケアシステムの中核的役割を果たす、地域包括支援センターの機能強

化を進めるとともに、地域課題やニーズを把握し、高齢者個人に対する支援の充

実とそれを支える社会基盤の整備を進めるため、多職種連携による地域ケア会議

の積極的な開催を図ります。 

地域ケア会議は、地域の支援者を含めた多職種による専門的視点を交え、高齢

者に対する包括的ケアと自立支援・重度化防止に資するケアマネジメントの支援

を検討するとともに、個別ケースの課題分析等を通じて地域課題を発見し、地域

に必要な資源開発や地域づくり、更には本計画等への反映などの政策形成につな

げることを目指すものです。地域ケア会議の推進により、ケアマネジャーの資質

向上、高齢者個人に対する支援の充実とそれを支える社会基盤の整備を同時に図

ることが重要となります。 

地域ケア個別会議は、1 例ごとに丁寧に検証しながら支援の方向性を関係機関

で共有できるため解決策を検討しやすいことから、「地域ケア個別会議」の開催を

積み重ね、その積み重ねにより浮かび上がってきた地域課題を整理し、解決策を

検討していきます。その過程で、政策的な対応が必要となる課題や資源開発など

を検討する際は、「地域ケア推進会議」を開催します。 

また、高齢者からのあらゆる相談を受け止め、適切な機関やサービスにつなげ

るとともに、高齢者の自立支援・重度化防止に資するケアマネジメントについて

理解を深めるための研修を行うなど、ケアマネジメント機能の充実を図ります。 

 

地域ケア会議・地域ケア個別会議の状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

地域ケア会議 

（個別会議除く） 

目標 - - 1 件 

実績（見込み） 0 件 0 件 1 件 

地域ケア個別会議 
目標 - - 2 件 

実績（見込み） 2 件 4 件 2 件 

※令和２年度は見込み。 

 

評価指標 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域ケア会議（個別会議除く） 1 件 1 件 2 件 

地域ケア個別会議 2 件 3 件 4 件 
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２．見守り、支え合う地域づくりの推進 

 

サロンの開催や健康づくり活動、見守りなどの住民の自主的な活動を通じて、

地域の支え合い活動を促進するとともに、社会参加・社会的役割を持つことが生

きがいや介護予防につながることから、高齢者が担い手としても活動していくこ

とを促進していきます。 

また、健康づくり、介護予防の視点を持って、高齢者自身が必要性を感じて取

組を始めることが増えてきた半面、支援の担い手が子育て世代にも広がるまでに

は至っていない状況がみられます。 

このため、住民主体の活動の充実を通じて、支援の対象と担い手を高齢者に限

ることなく、関係部署との連携を図り、障がい者、子ども、子育て世代など、町

全体に広く浸透させる取組を進め、「地域共生社会」の実現へとつないでいきます。 
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３．在宅医療・介護連携の推進 

 

在宅医療・介護連携推進事業は、医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者

が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよ

う、在宅医療と介護を一体的に提供するために、医療機関や介護事業所等の関係

者の連携を推進する事業です。 

医療と介護の間で連携する意識が強化されてきていますが、多職種で連携して

地域で暮らす高齢者を支える体制づくりは、今後も更に必要と考えており、安定

した人材の確保が必要です。 

在宅医療・介護連携を推進するためには、医師会等と協働しながら、地域課題

を共有することにより、地域の実情に応じた切れ目のない連携体制の構築に向け

て取り組んでいくことが重要です。また、板野郡医師会では、終末期医療の構築

を図るため、末期医療の自主的な選択を表明する制度を取り入れており、本町と

しても本人の尊厳と家族の気持ちに寄り添う取組を支援していくこととしていま

す。そのほか、認知症の方への対応やその家族へのケアも踏まえた取組も並行し

て推進することが重要と考えています。 

このため、地域の医療・介護関係者の協力を得ながら、安定した人材の確保を

基本に、近隣自治体との連携、情報共有、協力体制の継続を維持し、本町の特性

も視野に入れながら、地域包括ケアの充実を目指します。 

 

多職種連携研修会の状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

多職種連携研修会の 

実施回数 

目標 - - 2 回 

実績（見込み） - 1 回 1 回 

 

評価指標 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

多職種連携研修会の実施回数 2 回 2 回 2 回 
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基本目標３ 認知症施策等の推進 

 

１．認知症対策の推進 

 

（１）認知症への理解を深めるための普及啓発の推進 

社会全体で認知症の人を支える基盤として、認知症に関する正しい知識と理解

をもって、地域で認知症の人やその家族を手助けする認知症サポーターの養成を

推進します。また、認知症サポーターと家族のニーズをマッチングさせる仕組み

づくりを進めます。 

また、認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員、地域包括支援セン

ターなどの日頃の活動を通じて、認知症への理解を深めるための普及啓発の推進

を図ります。 

 

（２）認知症地域支援推進員の配置 

地域包括支援センターに、コーディネーターとしての役割を担う認知症地域支

援推進員を配置し、認知症の人ができる限り住み慣れた環境で暮らし続けること

ができるよう、認知症施策や認知症に関する事業の企画調整等を行います。 

また、認知症地域支援推進員が中心となり、認知症の方がその症状の全ての段

階において、必要な支援が適切に受けられるよう支援体制を整備します。 

 

認知症地域支援推進員の配置の状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

認知症地域支援推進員 
目標 - - 2 人 

実績（見込み） 1 人 1 人 1 人 

 

評価指標 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症地域支援推進員 1 人 1 人 2 人 
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（３）認知症初期集中支援チームによる早期対応 

認知症になっても、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、地域

包括支援センターに認知症初期集中支援チームを配置し、認知症初期集中支援チ

ーム員と認知症地域支援推進員等が定期的に情報交換などの連携を図る機会を持

ち、認知症の早期診断、早期対応に向けて効果的な運用方法を検討します。 

また、専門職チームが家庭訪問を行うことで、認知症の方やその家族を早期に

支援することができるよう体制の整備を進めます。 

 

認知症初期集中支援チームの状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

認知症初期集中支援

チームによる対応件数 

目標 - - 5 件 

実績（見込み） 0 件 0 件 1 件 

※令和２年度は見込み。 

 

評価指標 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症初期集中支援チームによる 

対応件数 
5 件 5 件 5 件 

 

（４）認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）は、認知症の状態にある高齢者

が共同生活住居において、入浴、排せつ、食事等の介護、その他日常生活上の支

援や機能訓練を行うことにより、能力に応じて自立した日常生活を営むことがで

きる地域密着型サービスの一つです。 

本町における事業所数は、県下町村の中でも多く、地域密着型サービスの定着

に一定の効果が現れていると考えています。 

本計画期間においては整備を見込んでいませんが、認知症高齢者が可能な限り

自立した日常生活を営むことができるよう、適切なサービス提供体制の確保を図

ります。 
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（５）認知症ケアパスの普及 

地域の実情に応じて、認知症の人やその家族が、認知症と疑われる症状が発生

した場合に、「いつ」、「どこで」、「どのような」支援を受ければよいか理解できる

よう、「認知症ケアパス」（認知症の容態に応じた適切な医療や介護サービス等の

提供の流れ）の普及を図ります。 

また、認知症ケアパスについて地域の民生委員等身近な相談者にも事前に知っ

てもらい、相談窓口の周知も図るとともに、本人や家族が必要とする適切な時期

に相談につながるよう活用します。 

 

（６）若年性認知症施策の強化 

若年性認知症の方については、医療機関へ受診し相談機関につながるまで時間

を要し、症状が進行してしまうことも少なくないため、適切な情報提供が必要で

す。就労や生活費、子どもの教育費等といった経済的な問題が大きく、また、主

介護者が配偶者となる場合が多く、時に本人や配偶者の親等の介護とも重なり複

数介護になる等の特徴があります。このため、居場所づくりや就労、社会参加支

援等の多様な分野にわたる支援を総合的に行うことが求められています。 

これらを踏まえ、認知症サポーターや認知症地域支援推進員の活動を充実させ

るとともに、若年性認知症の早期診断、早期対応につながるよう、認知症サポー

ター養成講座や出前講座等を通じて、若年性認知症に関する普及啓発に取り組み

ます。 

 

（７）認知症の人の介護者への支援 

認知症の人の介護者への支援を行うことが、認知症の人の生活の質の改善にも

つながるとの観点に立ち、介護者の精神的・身体的負担を軽減するための取組と

して、認知症初期集中支援チーム等による早期診断・早期対応を行うほか、介護

者の急病等の突発的な事情により認知症高齢者の介護が困難となった場合に、介

護施設等で一時的に受け入れるショートステイ事業の提供体制の整備に努めます。 

また、地域包括支援センターなどの相談窓口において、認知症に関する相談・

指導に対応するとともに、関係機関の連携を図り、初期の段階において、相談か

ら適切なサービスへと円滑につなぐための支援を行います。 

また、認知症の人と家族、地域の人がともに安心して過ごせる居場所づくりや

介護者支援の充実を図るため、認知症カフェでの意見交換や地域包括支援センタ

ーに配置している認知症地域支援推進員が普及啓発活動を行います。 
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（８）認知症の人を含む高齢者にやさしい地域づくりの推進 

①認知症高齢者見守り事業 

認知症に対する理解を深め、認知症高齢者の見守りや介護者を支援し、認知症

の方や家族にやさしいまちづくりを推進する事業です。 

行方不明高齢者の早期発見のためＧＰＳ端末機の貸与や見守り安心シール交付

事業など、消防署や近隣町と連携して、利用可能な認知症高齢者の見守り事業の

周知拡大を図ります。 

 

②認知症サポーターの養成 

社会全体で認知症の人を支える基盤として、地域で認知症の人やその家族を手

助けする認知症サポーターの養成を推進するとともに、認知症サポーターが地域

の中で活躍する機会の充実を図り、認知症高齢者等の生活支援や社会参加支援・

見守り体制の充実につながるよう取り組みます。 

また、認知症サポーターによる「チームオレンジ」について、サポーターと対

象者及びその家族のニーズとをスムーズにマッチングさせる仕組みの構築を図り

ます。 

 

認知症サポーターの状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

認知症サポーター 

養成人数 

目標 - - 2,500 人 

実績（見込み） 2,769 人 3,290 人 3,300 人 

※令和２年度は見込み。 

 

評価指標 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認知症サポーター養成人数 3,500 人 3,700 人 3,900 人 
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２．高齢者の権利擁護 

 

（１）高齢者虐待防止への取組 

「高齢者虐待防止法」を踏まえ、高齢者が尊厳を持ち、住み慣れた地域で安心

した生活を送ることができるよう、虐待を発生させない地域づくりを目指し、高

齢者虐待防止の取組を進めます。 

また、虐待の発生予防・早期発見には、地域住民をはじめ、保健や医療・福祉

サービスの従事者、行政関係者等が高齢者虐待についての認識を深めることが重

要です。高齢者虐待に対する意識は高齢者に関わりのある専門職をはじめ、民生

委員、地域住民にも少しずつ理解されてきていますが、十分とはいえない状況に

あります。 

高齢者の特性や高齢者虐待に関する知識、理解への普及・啓発や通報窓口の周

知等に努め、多職種の連携がしやすいよう日頃から顔の見える関係づくり、関係

団体・関係機関とのネットワークを構築し、早期発見・早期対応ができる体制強

化を図ります。 

さらに、高齢者虐待防止の取組においては、地域包括支援センターが中心的機

関となって、虐待事例に対して関係課と連携し、迅速かつ適切に対応、支援を行

うことから、職員の専門性の一層の向上を図ります。 
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（２）成年後見制度の利用促進及び日常生活自立支援事業の推進 

成年後見制度は、認知症、知的障がい、精神障がいなどにより、判断能力が不

十分な方の権利を成年後見人等の支援者を選ぶことで本人を法律的に支援する制

度です。 

高齢化、核家族化が増え、成年後見制度を必要とする人の増加が予測されるこ

とから、制度の周知とともに成年後見制度の利用が必要であるにもかかわらず、

申立て費用や成年後見人等への報酬費用が負担できない等の理由で、制度の利用

が進まないといった事態に陥らないよう、申請手続の補助等の支援を推進します。 

また、社会福祉協議会の事業の一つである日常生活自立支援事業では、福祉サ

ービスの利用や金銭管理・書類等の預かりなど、日常生活に不安のある方が、で

きる限り地域で安心して自立した生活を送れるよう支援を行っています。近年、

相談件数の増加に伴い困難事例も増加し、生活支援員の確保が課題となっており、

今後も相談件数、利用者数の増加が予想されることから、行政、関係機関と連携

を密にして事業を実施します。 

 

成年後見制度等の状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

成年後見制度利用支援事業 

町長申立件数 

目標 - - 3 件 

実績（見込み） 1 件 1 件 2 件 

日常生活自立支援事業 

利用者数 

目標 - - 13 件 

実績（見込み） 12 件 15 件 18 件 

※令和２年度は見込み。 

 

評価指標 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

成年後見制度利用支援事業 町長申立件数 3 件 3 件 3 件 
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基本目標４ 安心して暮らせる環境づくり 

 

１．安全な暮らしの確保 
 

（１）防災体制の強化 

災害時における救援・避難体制については、「藍住町地域防災計画」に基づき、

災害時に必要な情報を迅速かつ的確に把握し、災害から自らを守るために安全な

場所に避難するなど、災害時において適切な防災行動を取ることが特に困難な高

齢者や障がい者などの支援体制の構築を図るため、災害時要支援者名簿の整備及

び更新を進めます。 

また、この名簿を基に災害時要支援者システムが有効に活用できるよう、自治

会、民生委員、自主防災組織等、各関係機関が連携し、災害時要支援者に対する

避難誘導、安否確認などの支援が行える仕組みを地域住民とともに作り上げてい

くことが重要と考えています。このため、避難支援者、避難場所、避難方法等を

定める個別支援計画書を作成し、登録者の増加に努めることとしています。 

さらに、より多くの参加者が集まるよう内容が充実した防災訓練の企画運営を

実施していきます。 

 

（２）緊急通報装置設置事業 

支援の必要な 60 歳以上のひとり暮らしや高齢者世帯の方・障がい者の方が、急

病や災害などの緊急時に簡単な操作により、警備保障会社へ通報することができ

ます。また、必要と認められた方が、警備保障会社と契約をされた場合、補助金

を交付します。 

装置の設置希望者がいた場合、地域包括支援センター職員が自宅を訪問し、福

祉部局が開催するケア会議で要否の決定をしています。今後も関係部署と密接な

連携を図りながら、装置を必要とする方の事業利用につなげていきます。 

 
緊急通報装置の設置の状況 

 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

緊急通報装置の設置件数 4 件 3 件 7 件 

※令和２年度は見込み。 
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（３）交通安全対策の推進 

高齢者が安全・快適に外出できる環境づくりのため、警察等関係機関と連携し、

地域住民の協力を得ながら、高齢歩行者や車いす・ハンドル形電動車いす（シニ

アカー等）などが通行しやすい道路整備、カーブミラー・道路標識などの交通安

全施設の整備等に努めます。 

町内の交通事故発生件数は減少傾向にありますが、交通事故者に占める高齢者

の割合が高いことから、ドライバーに対する安全運転の啓発や高齢者安全運転標

識の普及、福寿連合会での交通安全教室・高齢運転者講習の受講勧奨等、交通安

全対策を推進します。 

また、高齢等の理由により身体機能が低下したと自覚された方、運転免許が不

要になった方には、運転免許証の全部または一部の自主返納を促進します。 

 

（４）消費者被害の防止 

高齢者が被害者となる消費者問題が増加傾向にある中、本町では平成 31（2019）

年１月に藍住町消費者見守りネットワークを設置し、関係機関・団体と連携を図

っています。今後も消費生活センターを中心に、消費者見守りネットワークの連

携を密に行い、消費者被害の未然防止、早期発見及び拡大防止を目指し、更なる

消費生活の安定と向上を図っていきます。 

また、消費生活センターでは、消費者被害に関する情報の把握に努め、これら

の情報を日常的に高齢者と関わる機会が多い地域の民生委員や介護支援専門員・

訪問介護員等に的確に情報提供し、情報を高齢者やその家族に伝えていく体制づ

くりを進めます。 

 

（５）感染症に対する備え 

①新しい生活様式の普及 

感染症等の感染拡大防止を図るとともに、新しい生活様式に関する啓発を行い、

過度の予防行動による高齢者の孤立化防止のほか、高齢者や家族が感染した場合

に適切な対処が図られるよう啓発を推進します。 

また、在宅医療・介護連携の強化により、コロナウイルスの感染拡大防止や感

染した場合（濃厚接触者を含む）における適切な対応が行えるよう支援を行い、

高齢者・家族の感染による不安の軽減を図ります。 

 

②感染症発生時における必要な介護サービスを継続するための連携・調整 

適切で継続的な介護サービスが提供されるよう、感染防止のための行き過ぎた

介護サービスの抑制を防止するとともに、必要に応じて代替えサービスの提案を

するなど、関係機関や事業所等との連携を図り、新型コロナウイルス感染症に感

染した場合（濃厚接触者を含む）でも必要なサービスが継続されるための支援を

行います。  
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２．高齢者の住まい・生活環境の整備 

 

（１）住宅改造への支援 

本町では、介護保険制度の住宅改修・介護予防住宅改修とは別に、一般高齢者

施策として「高齢者住宅改造促進事業」を実施しています。また、何らかの介護

を必要とする高齢者に、住宅改造するための経費の一部を助成します。 

高齢者が住み慣れた自宅で暮らし続ける上で必要な事業であることから、支援

制度の周知を図るとともに、該当者が円滑に申請手続を行えるよう、体制整備を

図ります。 

 

（２）高齢者の住まいの確保 

地域生活の基盤となる居住の場について、事業者と連携して民間活力を導入し、

高齢者のニーズや状況に合った多様な住まいの確保を図ります。 

また、施設の入居希望者の状況把握を行い、本人の利用希望と施設等のマッチ

ングを行うなど利用支援を図ります。 

さらに、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等について、県

と連携して情報を把握し、適切な利用につなげます。 

 

①生活支援ハウス 

生活支援ハウスは、ひとり暮らしの高齢者等を対象として、家族による援助を

受けることが困難で、高齢等のため自立して生活することに不安がある人に居住

の場を提供するものです。 

町内には１か所整備されており、入居希望者の状況把握し、ニーズに応じた利

用支援を図ります。 

 

生活支援ハウス 

名称 運営主体 定員 

生活支援ハウス 藍 社会福祉法人 凌雲福祉会 10 人 
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②ケアハウス 

ケアハウスは、軽費老人ホームの一種で、身体機能の低下や高齢等のため独立

して生活するには不安がある人が、各種の在宅福祉サービスを活用しながら自立

した生活ができるよう構造や設備が工夫された施設です。 

町内には２施設あり、地域とのコミュニケーションを図るための交流事業を実

施しています。町では介護保険に関する窓口相談等において、必要に応じ施設の

紹介、助言等を行っています。 

 

ケアハウス（軽費老人ホーム）一覧 

名称 運営主体 定員 

ケアハウスサンガーデン凌雲 社会福祉法人 凌雲福祉会 30 人 

ケアハウス矢上 社会福祉法人 サンシティあい 30 人 

令和２年 10 月１日現在 

 

 

③有料老人ホーム 

有料老人ホームは、高齢者が食事の提供や健康管理、介護サービスなどを受け

ながら生活を送る施設で、介護付（介護専用型・混合型）、住宅型、健康型の３つ

のタイプがあり、民間事業者が整備運営を行います。 

有料老人ホームの設置は県知事への届出が必要ですが、整備は民間事業者の参

入意思に委ねられており、町内には８施設が整備されています。 

 

有料老人ホーム一覧 

名称 法人名 定員 

有料老人ホームクレア藍住 株式会社クレア 115 人 

有料老人ホーム高齢者サポートハウスまごの手 有限会社いずみソーシャル・サポート 18 人 

有料老人ホームライフコンシェルジェ徳島 医療法人清樹会 76 人 

イツモ藍住 イツモスマイル株式会社 32 人 

イツモ藍住南館 イツモスマイル株式会社 40 人 

住宅型有料老人ホーム百華 有限会社華 18 人 

住宅型有料老人ホーム和 森介護事業所株式会社 24 人 

有料老人ホーム蘭方 有限会社蘭方 40 人 

※住所地特例対象施設に限る                                        令和２年 10 月１日現在 
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④サービス付き高齢者向け住宅 

サービス付き高齢者向け住宅は、「高齢者の居住の安定確保に関する法律（高齢

者住まい法）」に基づき、高齢の単身者や夫婦のみの世帯を対象に介護や医療が連

携し、サービスを提供するバリアフリー構造の住宅です。町内には７施設が整備

されています。 

 

サービス付き高齢者向け住宅 

名称 運営主体 定員 

ライフヴィライース徳島 医療法人清樹会 47 人 

メディション凌雲 社会医療法人凌雲会 51 人 

ケアビレッジ藍住 有限会社蘭方 9 人 

サービス付き高齢者向け住宅みどり 医療法人緑風会 20 人 

サービス付き高齢者向け住宅いつもここから 有限会社いずみソーシャル・サポート 20 人 

サービス付き高齢者向け住宅アルザス・ロレーヌ虹の橋 株式会社ウエルフェア虹の橋 72 人 

サービス付き高齢者向け住宅ゆうひな 合同会社ライフサポートりあん 10 人 

※住所地特例対象施設に限る                                        令和２年 10 月１日現在 

 

⑤住宅部局との連携 

空き家の活用や公営住宅等による低廉な家賃の住宅の確保等について、高齢者

の利用希望に応じて、県・町の住宅関係部局と連携を図ります。 

 

 

（３）ユニバーサルデザインの推進に向けた啓発 

高齢者・障がい者も含めて誰もが利用しやすいデザインは、誰にとっても快適

に利用できるデザインであるという「ユニバーサルデザイン」の考え方について、

国・県の事業と連携して普及啓発を図ります。また、高齢者に限らず、子ども、

障がい者など全ての地域住民や地域の多様な主体が参画し、暮らしや生きがいを

ともにつくり、高め合うことができる「地域共生社会」の理念を実現するために

求められる共助の重要性と必要性を啓発していきます。 

 

（４）高齢者の利用に配慮した施設及び設備の充実 

本町では平成 30（2018）年度に整備した総合文化ホールに多目的トイレ、ピク

トサイン、屋外スロープ、手すりを設けるなど、高齢者に配慮した施設整備を行

っています。 

今後も、施設の整備・改修においては、高齢者が安全かつ快適に暮らせる環境

づくりを目指し、「徳島県ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進に関する

条例」や「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」に基づいた

公共施設等のバリアフリー・ユニバーサルデザイン化を推進していきます。 
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３．生きがいづくり・社会参加の促進 

 

（１）多様な学習活動の推進 

町では、社会福祉協議会や教育委員会・文化協会等との連携を図りながら、高

齢者教室や生涯学習講座等を開催しています。また、「あいずみスポーツクラブ」

のシニア軽スポーツ教室には大勢の高齢者が参加し、また、多様な世代との交流

が図られています。 

高齢者が学習活動に参加し、知識や教養を高めることは高齢者自身の生きがい

づくりにつながることから高齢者の学習意欲の高まりや多様化する学習ニーズに

応えられるよう、講座・教室等の内容の充実を図ります。 

 

（２）高齢者の交流・活動の場の確保 

高齢者が、住み慣れた地域でいつまでも健やかに安心して暮らすためには、自

宅に閉じこもらずに地域に出て、人とふれあうことが重要です。本町では「老人

憩いの家」「老人福祉センター」「総合文化ホール」等において、高齢者の交流・

活動の場を確保しています。 

また、高齢者の交流、健康、社会参加を支える取組として、フレイル（虚弱）

予防を目的とした、フレイルサポーター及びフレイルトレーナーを養成し、いき

いきサロンとの連携を図ります。 

 

①ふれあい会 

社会的孤立感の解消・閉じこもり予防のため、ひとり暮らし高齢者（70 歳以上）

を対象にした「ふれあい会食会」を実施していましたが、今後はコロナウイルス

感染症の拡大防止を踏まえた取組として、ボランティア人材の確保を図るととも

に、高齢者同士の交流を促す「つどいの場（ふれいあい会）」を展開します。 

 

②いきいきサロン 

社会福祉協議会に委託して、町内の老人憩いの家等においていきいきサロンを

開催しています。いきいきサロンでは、筋力アップの体操やゲーム・レクリエー

ションなど、様々なプログラムを組んでいます。 

今後は、参加の促進を図るとともに、自主的な運営や活動内容の充実に向けた

支援を行います。 
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③老人福祉センター・老人憩いの家 

町内には１か所の老人福祉センターと８か所の老人憩いの家があり、おおむね

60 歳以上の人を対象に、教養の向上・レクリエーションや人との交流の場を提供

しています。 

各施設の老朽化が課題となっていることから、管理者と連携し、修繕等を図る

とともに、施設の利用促進に努めていきます。 

 

 

（３）世代間交流機会の提供 

町の文化と伝統を生かす様々な催し物が行われる「藍住ビッグフェスティバル」、

健康づくりやボランティア意識と福祉の向上を目的として、毎年開催している「福

祉・健康づくりの町フェスティバル」、福寿連合会主催の「藍翠苑まつり」、町内

の各地区推進協議会が実施している「健康づくり事業」などの行事に、多世代の

住民参加と交流を促します。 

今後も、多くの高齢者に社会参画と交流の場を提供し、世代間交流を通じた生

きがいづくりを支援します。 

 

（４）老人クラブ活動の推進 

町では、高齢者相互の交流やボランティア活動等を通じ、高齢者の積極的な地

域活動や健康づくり、生きがいづくりを進めるため高齢者の自主的組織である老

人クラブの育成と活動内容の充実を支援しています。 

町には現在、各地区に 22 の老人クラブがあり、その総括組織として藍住町福寿

連合会がありますが、近年、加入率は低下してきています。しかし、少子高齢化

が急速に進む中、老人クラブの活動は豊かな地域社会づくりに不可欠であり、そ

の役割は年々大きくなってきています。 

高齢者が長年にわたって培ってきた知識や経験を活かし、活力ある老人クラブ

となるよう、広報等を通じて老人クラブの活動を情報発信するとともに、各地区

からの積極的な声掛けにより会員の増加を目指します。また、地域活動やボラン

ティア活動などの取組を支援します。 

 

老人クラブの状況 

 平成 29 年 平成 30 年 平成 31 年 令和２年 

会員数 863 人 786 人 777 人 757 人 
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（５）ボランティア・ＮＰＯ等の活動支援 

ボランティア活動は、人々が同じ社会の一員として互いに助け合い、ともに生

きる社会の実現を目指す自発的な活動です。また、ボランティア活動は、従来の

奉仕活動のみならず、社会の一員として活動に参加することを通じて、生きがい

を創造し実感する機会の場でもあります。 

団塊の世代が 75 歳以上となる令和７（2025）年に向けて、ひとり暮らし高齢者

世帯や夫婦のみの高齢者世帯の増加が見込まれる中、全ての高齢者が住み慣れた

地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、地域包括ケアシステムの構

築を進め、更に地域の実情に合わせて深化・推進していく必要があります。しか

しながら、行政のみで地域における支援体制を構築することは不可能であり、住

民と行政の協働の観点から広く地域住民組織やボランティア団体・ＮＰＯといっ

た多様な組織・団体の参画と協働が求められています。 

社会福祉協議会では、ボランティア連絡協議会を組織しており、情報共有を図

りながらボランティアフェスティバルを開催するなど、ボランティア活動に対す

る普及啓発を行っており、また、一般相談において、ボランティア団体とのマッ

チングも行っています。 

また、介護予防事業「生活支援体制事業」において、令和元（2019）年度にフ

レイルサポーターを養成しており、今後、ボランティアとしてフレイル予防の取

組に参画してもらえるよう、環境の確保が重要と考えています。 

今後も、社会福祉協議会と連携し、マッチングやコーディネート、人材の活用

などを通じて、多様な主体の協働を推進し、ボランティア活動の活性化を図ると

ともに、高齢者の社会参画を促し、豊かで穏やかな日常が送れる取組を進めます。 

 

（６）高齢者の就労の促進 

関係機関、組織等と連携し、高齢者がこれまでに培った知識、経験、技能を発

揮できる機会を創り、地域で暮らす元気な高齢者の就労意欲を高めるとともに、

高齢者の多様な就労ニーズに対応できるよう、就労機会の拡大に努めます。 

また、公共職業安定所（ハローワーク）と連携し、事業主に対する高年齢者雇

用安定法などの法制度等の周知を図り、定年の引き上げや継続雇用を促進します。 
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基本目標５ 持続可能な介護保険制度の適切な運営 

 

１．介護サービスの基盤整備と供給量の確保 

 

介護保険制度において、高齢者自身によるサービスの種類やサービス事業者の

選択が行われるようにするためには、質・量ともに必要なサービスを整備するこ

とが必要です。 

居宅サービスについては、サービスニーズの適切な把握に努めるとともに、必

要な提供量の確保に努めます。 

施設サービスについては、入所待機者の状況等を踏まえ、必要な施設整備を検

討します。 

地域密着型サービスについては、事業者の指導や監督・指定等を町が実施する

ことから、利用者の需要を見極めながらサービス量を確保していきます。 

 

２．介護サービスの質的向上 

 

（１）地域密着型サービス事業者の指定と指導監督 

地域密着型サービスの事業を運営するに当たって、事業者が遵守しなければな

らない基準について条例を定めています。本町がこのサービスの指定を行う場合

は、人員、設備及び運営に関する基準に照らし、各指定申請事業者のサービス運

営や内容について適切に審査を行い、適正な事業運営を行うことが可能と考えら

れる事業者の指定を行います。 

現在、本町には地域密着型サービス事業所が 13 事業所あり、事業所ごとに２

年に１回、実地指導を行っています。また、平成 30（2018）年４月から居宅介護

支援事業所が町の所管となっており、指導監督する事業所数の増加に対応した効

率的な実地指導が求められています。このため、利用者の自立支援や尊厳の保持

を念頭に置いた上で、制度管理の適正化と更なるサービスの質的向上に資する運

営が担保されるよう、定期的な指導を行います。 

また、利用者からの情報等から地域密着型サービス事業者の指定基準違反や不

正請求等が疑われ、その確認や行政上の措置が必要であると認められる場合には、

介護保険法に基づき監査を実施し、利用者が安心してサービスを受けられるよう

に、地域密着型サービス事業者のサービスの質の確保・向上を図り、適正なサー

ビス提供と業務運営体制の確保に努めます。 

  



59 

（２）居宅介護支援事業所の指定と指導監督 

平成 30（2018）年４月から居宅介護支援事業者の指定権限が移譲され、居宅介

護支援の事業を運営するに当たって、事業所が遵守しなければならない基準につ

いて、条例を定めています。本町が指定を行う場合は、人員、設備及び運営に関

する基準に照らし、指定申請事業者のサービスの運営や内容について審査を行い、

適正な事業運営を行うことが可能と判断される事業者を指定しています。 

現在、本町には居宅介護支援事業所が12事業所あり、事業所ごとに６年に1回、

実地指導を行っています。また、利用者からの情報等から居宅介護支援事業者の

指定基準違反や不正請求等が疑われ、その確認や行政上の措置が必要であると認

められる場合には、介護保険法に基づき監査を実施します。 

今後も利用者が安心してサービスを受けられるように、定期的に実地指導を行

い、居宅介護支援事業者のサービスの質の確保、向上を図り、適正なサービス提

供と運営体制の適正化に努めます。 

 

（３）福祉・介護人材の確保及び資質の向上 

国・県と連携し、処遇の改善や就労環境の整備、幅広い年齢層や他業種からの

新規参入の促進、離職した人材の復職・再就職支援、介護の仕事の魅力向上など、

関係機関や事業者等と連携し、福祉人材の育成・確保を進めます。 

また、多様化するサービス利用者のニーズに対応し、適切なサービス提供を確

保していくため、地域包括支援センターにおいて、介護支援専門員のネットワー

ク化を図るとともに、ケアマネジャー等を対象に事例別検討会を実施しています。 

さらに、板野郡医師会と連携し、多職種間での研修を行い、情報共有を図ると

ともに、地域における課題の掘り起こしと改善に向けた取組を進めます。 
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３．介護保険制度の円滑な運営 

 

（１）介護保険制度の普及啓発 

介護保険サービスの利用の前提となる要介護等認定申請からサービス利用の方

法、利用者負担や保険料に係る各種軽減制度の手続などについてまとめた、介護

保険の利用の手引を認定申請や相談に来庁された方に配布しています。また、町

内の介護居宅支援事業所の一覧、介護保険施設サービス、地域密着型サービス、

有料老人ホーム等の一覧を窓口で配布しています。 

今後も広報紙やホームページ・パンフレットなどにより、介護予防に関する事

項も含め、情報提供を積極的に行います。 

 

（２）介護保険サービスに関する情報提供の推進 

介護保険の実施状況については、介護保険制度の円滑な運営に不可欠な情報と

して、介護保険特別会計の決算状況を広報紙で公表しています。 

また、65 歳到達時など、節目となる時期に対象者に介護保険制度のお知らせを

送付します。 

地域包括ケア「見える化」システムや町が導入している給付適正化システム等

を効果的に活用した周知方法を検討し、町ホームページ、広報紙等で積極的に情

報提供を行います。 

サービス事業者に対しては、事業者内容の情報開示や自己評価などの情報登録

の促進を図り、最新の情報提供に努めます。 

 

（３）要支援・要介護認定の適正な実施 

要支援・要介護認定において、認定調査員は対象者と直接接する重要な役割を

担っており、高度な経験と知識が求められます。このことから、認定調査員に対

し、県や関係機関との連携のもと、研修を継続的に実施するとともに、民間講師

による専門的な研修の実施の検討のほか、他市町村やその委託先法人の調査員の

調査手法との比較検証を行うなど、資質及び専門知識の向上を図ります。 

また、認定審査委員に対しても、地域包括ケア「見える化」システムを活用し、

他保険者との比較検証を行い、その結果を共有するなど、これまで以上に公平性

と適正性の高い審査環境の構築に努めます。 
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（４）介護給付適正化の推進 

介護給付の適正化については、「徳島県介護給付適正化計画」に沿って、①要支

援・要介護認定の適正化、②ケアプランの点検、③住宅改修等の点検、④縦覧点

検・医療情報との突合、⑤介護給付費通知の主要５事業を実施し、介護給付の適

正化に努めています。 

ケアプランの総点検が行える人員体制の確保と点検ノウハウの習得が課題とな

っていることから、県が実施している「徳島県ケアプラン点検支援員派遣事業」

を活用し、ケアプランチェック等の強化を行い、介護給付の一層の適正化に努め

ます。 

 

評価指標 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

認定調査事後点検実施率 100％ 100％ 100％ 

ケアプラン点検数 80 件 100 件 150 件 

住宅改修点検数（訪問調査件数） 12 件 12 件 18 件 

縦覧点検・医療情報突合回数 12 回 12 回 12 回 

介護給付費通知の発送数 5,200 件 5,250 件 5,300 件 

 

（５）業務効率化の推進 

指定申請の提出項目の削減と様式の統一や実地指導の標準化・効率化、また、

県と連携し、電子申請等のＩＣＴ等の活用に向けた取組を推進し、事業者の文書

負担の軽減を図ります。 

また、県と連携し、介護現場における業務仕分けや介護ロボット・ＩＣＴの活

用等により、介護現場の革新と担い手不足の解消を促進します。 

 

（６）総合相談体制の充実 

地域包括支援センターは、介護予防や在宅介護、生活支援等に関する総合的な

相談窓口機能を有していることから、社会福祉士、保健師、主任ケアマネジャー

などの専門職が、行政機関、保健所、医療機関等と連携を図り、必要なサービス

につなげるための多面的な支援を行います。 

また、相談件数の増加や相談内容の複雑化に対応するため、地域包括支援セン

ターの安定した運営を基本とした人材確保と専門職の資質向上、関係機関との連

携強化を進めながら相談窓口機能の充実を図ります。 
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（７）苦情相談窓口の充実 

介護保険法においては、苦情処理に関する事項が規定されており、介護保険料

や要支援・要介護認定に関する苦情については、サービス提供事業者や苦情処理

の第一次的窓口である町において対応しています。また、町での処理が困難な内

容については、国民健康保険団体連合会、あるいは県が設置する介護保険審査会

が苦情処理機関としての役割を担っています。 

このため、介護保険担当課と地域包括支援センターが連携し、利用者にとって

相談しやすい窓口体制の整備を図ります。 

 

（８）低所得者への配慮 

全ての高齢者が不安なく介護保険サービスを利用することができるよう、国及

び県等の制度を活用して介護保険料やサービス利用料の負担軽減を図るほか、高

額介護（予防）サービス費の給付など、低所得者の費用負担への配慮に努めます。 
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第５章 介護保険サービスの見込み・保険料 
 

介護保険サービスの量の見込みは、下図の推計フローで見込みます。まず、「将

来人口の推計値」に、実績の増減を勘案して見込んだ「要介護等認定率」を乗じ

て「認定者数」を見込みます。 

認定者のうち「施設・居住系サービス」を利用する人数を見込むとともに、利

用者数の増減を勘案して「居宅サービス別の利用者数」を見込みます。 

施設・居住系サービス、居宅サービス別の利用者数に「１人１回当たり給付額

（実績）」を乗じ、給付費総額を推計します。 

 

量の見込みの推計フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

サービス別給付費の算出 

＝利用者数×1 人 1 回当たり給付額（実績） 

給付費総額の推計 

将来人口の推計 

計画期間における整備予定を勘案して 

「施設・居住系サービス利用者数」を 

推計 

要介護度別・居宅サービス別の利用者数の増減を勘案して 

「居宅サービス別の利用者数」を推計 

要介護度別・性別・年齢区分別の要介護等認定率の 

増減を勘案して「認定者数」の推計 
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１．介護保険事業の見込み量 

 

（１）居宅サービス 

①訪問介護 

訪問介護は、在宅で介護を受ける方に、ホームヘルパーによる入浴・排せつ・

食事等の介護、その他の日常生活上の世話を行います。 

要介護者が安心して在宅生活を維持し、かつ、家族の介護負担を軽減するため

にも、訪問介護は重要なサービスの一つであるため、今後も利用の勧奨に努める

とともに、サービス内容の質の向上を図っていきます。 

 

訪問介護の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

234,476 246,662 258,009 277,228 470,069 

利用人数 
（人/月） 

315 329  343  366 577 

 

 

②訪問入浴介護／介護予防訪問入浴介護 

訪問入浴介護は、在宅で介護を受ける方の家庭を訪問し、浴槽を提供して入浴

の介護をします。利用者は重度の要介護者が中心となっています。 

要介護（要支援）者が安心して在宅生活ができるよう、また家族の介護負担を

軽減するためにも適切な供給体制を整えていきます。 

 

訪問入浴介護／介護予防訪問入浴介護の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

9,800 11,617 11,617  11,617 23,634 

利用人数 
（人/月） 

12 14  14  14 28 

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

0 0 0 0 0 

利用人数 
（人/月） 

0 0 0 0 0 
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③訪問看護／介護予防訪問看護 

訪問看護は、在宅で看護を受ける方に、看護師・保健師、理学療法士・作業療

法士等の専門職が、療養上の世話または必要な診療の補助を行います。 

医療を必要とする要介護（要支援）の高齢者が、住み慣れた地域で、可能な限

り自立した日常生活を送るために、在宅医療と介護の連携強化は欠かせないもの

であり、在宅を中心とした地域包括ケアシステムの構築に向け、在宅医療の提供

体制を充実する観点から、事業者との連携を図りながら、サービスの質の向上に

努めます。 

 

訪問看護／介護予防訪問看護の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

34,967 36,396 37,778  40,475 66,753 

利用人数 
（人/月） 

87 91  94  101 163 

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

1,342 1,343 1,752  1,752 2,219 

利用人数 
（人/月） 

6 6  8  8 10 

 

 

④訪問リハビリテーション／介護予防訪問リハビリテーション 

訪問リハビリテーションは、在宅で介護を受け、心身の機能を元どおりに保て

るよう、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作業療法その他必要

なリハビリテーションです。 

家庭での日常生活能力の維持向上を図るために有効なサービスとして、ケアマ

ネジャーへの研修等を通じて、サービスの必要性についての周知を図ります。 

 

訪問リハビリテーション／介護予防訪問リハビリテーションの見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

40,805 42,740 44,736  47,599 76,436 

利用人数 
（人/月） 

86 90  94  100 159 

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

3,889 3,891 4,413  4,413 5,837 

利用人数 
（人/月） 

8 8  9  9 12 
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⑤居宅療養管理指導／介護予防居宅療養管理指導 

居宅療養管理指導は、通院が困難な利用者の在宅を訪問し、その心身の状況、

置かれている環境等を把握の上、療養上の管理及び指導を行うものです。サービ

スは、医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士等が訪問して行います。 

利用者の介護度が進まないようにするためにも、訪問看護、居宅介護支援等と

の連携を図りながら、利用者本位の適切な利用が望まれるサービスであり、ケア

マネジャーの研修やサービス内容の充実と普及啓発を図る必要があると考えられ

ます。 

在宅での生活が継続できるよう、医師・歯科医師等との連携を図り、サービス

供給体制の維持と確立に努めます。 

 

居宅療養管理指導／介護予防居宅療養管理指導の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

30,202 31,965 33,707  36,284 62,032 

利用人数 
（人/月） 

227 239  252  270 453  

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

368 369  369  429 490  

利用人数 
（人/月） 

5 5  5  6 7  

 

 

⑥通所介護 

通所介護は、施設で入浴、食事の提供・介護、その他の日常生活上の世話、並

びに機能訓練を行います。 

高齢者が住み慣れた地域で、可能な限り自立した日常生活を送るための基本的

なサービスであり、特に、レスパイトケア（家族の介護負担軽減）の観点からも

重要であるため、在宅を中心とした地域包括ケアシステムの構築に向け、事業者

との連携を図りながら、サービスの質の向上に努めます。 

 

通所介護の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

467,496 491,693 513,467  549,521 887,275 

利用人数 
（人/月） 

357 374  390  416 650 
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⑦通所リハビリテーション／介護予防通所リハビリテーション 

通所リハビリテーションは、介護老人保健施設、病院、診療所等に通い、心身

の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作

業療法その他必要なリハビリテーションです。要介護１から要介護２の高齢者を

中心に、在宅で自立した日常生活を送るための心身機能の維持・回復に欠かせな

いサービスであり、在宅を中心とした地域包括ケアの実現に向け、事業者との連

携を図りながら、サービスの質の向上に努めます。 

 

通所リハビリテーション／介護予防通所リハビリテーションの見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

159,329 167,162 174,713  185,648 284,422 

利用人数 
（人/月） 

194 203  212  225 339 

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

31,353 32,327 33,762  35,934 48,231 

利用人数 
（人/月） 

72 74  77  82 110  

 

 

⑧短期入所生活介護／介護予防短期入所生活介護 

短期入所生活介護は、介護老人福祉施設に短期間入所し、入浴・排せつ・食事

等の介護、その他日常生活上の世話や機能訓練などを行い、要介護者・要支援者

の心身機能の維持と、介護する家族の負担の軽減を目的としています。 

今後は既存施設等との連携により、より充実したサービスが提供できるよう供

給体制の適正な確保に努めます。 

 

短期入所生活介護／介護予防短期入所生活介護の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

92,836 100,042 104,236  110,425 195,279 

利用人数 
（人/月） 

51 55  57  60 104 

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

283 283 283 283 283 

利用人数 
（人/月） 

1 1 1 1 1 
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⑨短期入所療養介護／介護予防短期入所療養介護 

短期入所療養介護は、介護老人保健施設、介護療養型医療施設等に短期間入所

し、看護、医学的管理下での介護、機能訓練、その他必要な医療や日常生活上の

世話を行い、要介護者の心身機能の向上と、介護する家族の負担の軽減を目的と

しています。 

今後は緊急ニーズに対応するためのネットワーク体制の構築や虐待ケースへの

対応も含め、居宅介護を継続する上で有効な手段の一つとして当該サービスを位

置付け、体制の維持・充実に努めます。 

 

短期入所療養介護／介護予防短期入所療養介護の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

1,845 1,846 1,846  1,846 5,560 

利用人数 
（人/月） 

2 2  2  2 6 

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

0 0 0 0 0 

利用人数 
（人/月） 

0 0 0 0 0 

 

 

⑩福祉用具貸与／介護予防福祉用具貸与 

福祉用具貸与は、心身の機能が低下し、日常生活を営むことに支障のある要介

護者の生活上の便宜を図り、機能訓練や自立を助けるため、貸与するものです。

その対象用具には、車いす・床ずれ防止用具・歩行器・つえ等があります。 

高齢者が、住み慣れた地域で、可能な限り自立した日常生活を送るために、身

体能力を最大限に活用できる生活環境の改善支援に欠かせないサービスであり、

今後も利用者の心身の状況や環境の変化に応じ、適切な福祉用具の貸与が受けら

れるよう、ケアマネジャー等によるサポート体制の充実に努めます。 

 

福祉用具貸与／介護予防福祉用具貸与の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

81,383 85,231 89,384  95,804 156,942 

利用人数 
（人/月） 

511 534  559  598 949  

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

6,663 6,789 7,209  7,639 10,197 

利用人数 
（人/月） 

110 112  119  126 168  
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⑪特定福祉用具購入費／特定介護予防福祉用具購入費 

日常生活上の便宜や介護者の負担の軽減を図るため、利用者の心身の状況や希

望等を踏まえた適切な用具の選定の援助、取付け、調整を行って、腰掛便座や入

浴補助用具など、特定福祉用具を販売します。特定福祉用具は、貸与になじまな

い、入浴や排せつに用いる福祉用具で、厚生労働大臣が定めるものです。 

今後とも要介護者・要支援者の日常生活におけるニーズや課題の把握から、心

身の変化に応じた福祉用具の利用につながるよう、事業者に対する指導を図り、

サービス供給体制の充実を図ります。 

 

特定福祉用具購入費／特定介護予防福祉用具購入費の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

1,800 1,800 2,279  2,514 4,078 

利用人数 
（人/月） 

6 6  7  8 13  

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

251 251  251  251 725  

利用人数 
（人/月） 

1 1  1  1 3  

 

 

⑫住宅改修費／介護予防住宅改修費 

居宅における安全で快適な生活のため、利用者が手すりの取付けや段差の解消

など、居住する住宅の改修を行ったときに、必要な費用の一部を支給します。 

高齢者が住み慣れた地域で、可能な限り自立した日常生活を送るために、居宅

内での自立的な移動や事故防止のほか、介護者の負担軽減などにつながる効果的

なサービスであり、今後もより一層、保険者として事業者に対しての指導を強化

し、給付の適正化を図ります。 

 

住宅改修費／介護予防住宅改修費の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

5,117 6,076 6,607  6,607 8,897 

利用人数 
（人/月） 

6 7  8  8 12  

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

1,671 1,671 1,671  1,671 3,506 

利用人数 
（人/月） 

2 2  2  2 4  
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⑬特定施設入居者生活介護／介護予防特定施設入居者生活介護 

特定施設入居者生活介護は、有料老人ホーム、軽費老人ホーム入所者等に入浴・

排せつ・食事等の介護、その他日常生活上の世話や機能訓練を行うことにより、

要介護状態となった場合でも、自立した日常生活を営むことができることを目指

すものです。 

今後も既存施設との連携により、サービスの質の向上を図ります。 

 

特定施設入居者生活介護／介護予防特定施設入居者生活介護の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

5,018 5,021 5,021  5,021 5,021 

利用人数 
（人/月） 

2 2  2  2 2  

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

0 0 0 0 0 

利用人数 
（人/月） 

0 0 0 0 0 
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（２）地域密着型サービス 

地域密着型サービスのサービス事業者の指定は、地域密着型サービス事業を行

う者の申請により、事業所ごとに市町村長が行うこととされています。 

地域密着型サービス・地域密着型介護予防サービスには次の９種類があります。 

 

地域密着型サービス・地域密着型介護予防サービスの種類 

サービス名称 
要介護者 

の利用 

要支援者 

の利用 
サービス内容 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ○ × 

日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問

看護を一体的、または密接に連携しな

がら、定期巡回訪問と随時の対応を行

う。 

夜間対応型訪問介護 ○ × 
夜間の定期的巡回や、夜間に通報を受

けた場合に、訪問介護を実施。 

地域密着型通所介護 ○ × 

日中、利用定員 18 人以下の小規模の

老人デイサービスセンターなどに通

ってもらい、食事、入浴、その他の必

要な日常生活上の支援や生活機能訓

練などを日帰りで提供するサービス。 

認知症対応型通所介護 

（介護予防認知症対応型通所介護） 
○ ○ 

認知症の人に対応したメニューで実

施する通所介護（デイサービス）。 

小規模多機能型居宅介護 

（介護予防小規模多機能型居宅介護） 
○ ○ 

通いによるサービスを中心にして、利

用者の希望などに応じて、訪問や宿泊

を組み合わせて、入浴、排せつ、食事

等の介護、その他日常生活上の世話、

機能訓練（リハビリテーション）を行

うサービス。 

認知症対応型共同生活介護 

（介護予防認知症対応型共同生活介護） 
○ ○ 

これまで居宅サービスとして提供さ

れてきたグループホーム。 

地域密着型特定施設入居者生活介護 ○ × 
29 人以下が入所できる小規模の介護

専用型特定施設（有料老人ホーム等）。 

地域密着型介護老人福祉施設入所者 

生活介護 
○ × 

29 人以下が入所できる小規模の特別

養護老人ホーム。 

看護小規模多機能型居宅介護 ○ × 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護

など、複数の居宅サービスや地域密着

型サービスを組み合わせて提供する。 
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①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護とは、平成 24 年度から創設されたサービス

で、訪問介護と訪問看護の密接な連携による短時間の定期的な巡回と随時のサー

ビスが提供されることにより、24 時間安心して、包括的・効率的に在宅での生活

維持を支援するサービスです。 

第８期計画期間中はサービスを見込んでいません。 

 

 

②夜間対応型訪問介護 

夜間対応型訪問介護は、夜間の定期的な巡回訪問により、または通報を受けて、

要介護者の居宅へ訪問し、排せつ等の介護その他日常生活上の支援を行うサービ

スです。 

第８期計画期間中はサービスを見込んでいません。 

 

 

③地域密着型通所介護 

小規模な通所介護事業所は、生活圏域に密着したサービスであることから、地

域との連携や運営の透明性を確保するため、平成 28 年度から地域密着型サービ

スに移行しました。 

高齢者が住み慣れた地域で、可能な限り自立した日常生活を送るための基本的

なサービスであり、特に、レスパイトケア（家族の介護負担軽減）の観点からも

重要であるため、在宅を中心とした地域包括ケアシステムの構築に向け、事業者

との連携を図りながら、サービスの質の向上に努めます。 

令和２年度の利用実績を基に利用量等を見込んでいます。 

 

地域密着型通所介護の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

40,680 40,702 40,702 40,702 40,702 

利用人数 
（人/月） 

36 36  36  36 36 
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④認知症対応型通所介護／介護予防認知症対応型通所介護 

認知症対応型通所介護は、居宅要介護者であって、脳血管疾患、アルツハイマ

ー病その他の要因に基づく脳の器質的な変化により日常生活に支障が生じる程度

にまで記憶機能及びその他の認知機能が低下した状態であるものについて、入浴・

排せつ・食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うものです。 

第８期計画期間中はサービスを見込んでいません。 

 

 

⑤小規模多機能型居宅介護／介護予防小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護は、「通い」を中心に、利用者の様態や希望に応じて、

随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせて、サービスを複合的に提供し、家庭的

な環境や地域住民との交流のもと、入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活

上の世話や機能訓練を行うサービスです。 

在宅を中心とした地域包括ケアシステムを担う、中核的なサービス拠点として

の役割も期待されることから、適正に指定を行った事業者との連携を図りながら、

地域住民への積極的な支援や「訪問」の提供を強化するなど、有効利用の促進を

図ります。 

 

小規模多機能型居宅介護／介護予防小規模多機能型居宅介護の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

59,181 59,213 59,213  59,213 59,213 

利用人数 
（人/月） 

29 29  29  29 29  

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

1,190 1,191 1,191  1,191 1,191 

利用人数 
（人/月） 

1 1  1  1 1  

 

 

⑥認知症対応型共同生活介護／介護予防認知症対応型共同生活介護 

認知症対応型共同生活介護は、認知症の状態にある高齢者が共同生活住居にお

いて、入浴・排せつ・食事等の介護、その他日常生活上の世話や機能訓練を行う

ことにより、能力に応じ、自立した日常生活を営むことができることを目指すも

のです。 

令和２年度の利用実績を基に利用量等を見込んでいます。今後は既存施設と連

携を図りながら、サービス供給体制の維持、質の向上に努めます。 
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認知症対応型共同生活介護／介護予防認知症対応型共同生活介護の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

371,133 371,339 371,339  371,339 371,339 

利用人数 
（人/月） 

119 119  119  119 119  

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

0 0 0 0 0 

利用人数 
（人/月） 

0 0 0 0 0 

 

 

⑦地域密着型特定施設入居者生活介護 

有料老人ホームなどで、定員が 29 人以下の介護専用型特定施設に入居する利

用者に対し、入浴、排せつ、食事などの介護やその他の日常生活上の世話と機能

訓練、療養上の世話を行います。 

第８期計画期間中はサービスを見込んでいません。 

 

 

⑧地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、定員が 29 人以下の特別養護

老人ホームに入所している要介護者に対して、入浴・排せつ・食事等の介護、そ

の他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うものです。 

令和２年度の利用実績を基に利用量等を見込んでいます。 

 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の見込み量  

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

94,302 94,354 94,354  94,354 94,354 

利用人数 
（人/月） 

29 29  29  29 29  

 

 

⑨看護小規模多機能型居宅介護 

医療ニーズの高い要介護者に対応するため、小規模多機能型居宅介護と訪問看

護を組み合わせ、「通い」、「泊まり」、「訪問介護」、「訪問看護」を複合的に提供し、

入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活上の世話や機能訓練、療養上の世話

を行います。 

令和４年度から１か所（定員 29 人）の開設を予定しているため、利用量等を見

込んでいます。 
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看護小規模多機能型居宅介護の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

0 78,192 78,192  78,192 78,192 

利用人数 
（人/月） 

0 29  29  29 29  

 

 

（３）施設サービス 

①介護老人福祉施設 

介護老人福祉施設は、要介護者に対し、入浴・排せつ・食事等の介護、その他

の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理や療養上の世話を行うことを目的とし

た施設です。 

なお、介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設を含む）については、

限られた資源の中で、より入所の必要性の高い方々が入所しやすくなるよう、居

宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える施設としての機能を重視すること

となるため、新たに入所する方については、原則要介護３以上の方に限定されて

います。 

令和２年度の利用実績を基に利用量等を見込んでいます。 

 

介護老人福祉施設の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

196,487 196,596 196,596  196,596 196,596 

利用人数 
（人/月） 

60 60  60  60 60  

 

 

②介護老人保健施設 

介護老人保健施設は、要介護者に対し、看護、医学的管理下での介護、機能訓

練、その他必要な医療や日常生活上の世話を行うとともに、在宅生活への復帰を

図ることを目的とした施設です。 

病院での病状が安定し、社会的入院をされている方の受入れ先が課題となって

いる中、介護老人保健施設の役割が重要なものとなっています。在宅で介護を受

けることが困難で、施設での介護が必要な重度の人や認知症の人が必要な介護を

受けることができるよう、今後もバランスの取れたサービス提供を推進します。 

令和２年度の利用実績を基に利用量等を見込んでいます。 
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介護老人保健施設の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

163,563 163,653 163,653  163,653 163,653 

利用人数 
（人/月） 

48 48  48  48 48  

 

 

③介護医療院 

慢性期の医療・介護のニーズを併せ持つ高齢者を対象に、「日常的な医学管理」

や「看取り・ターミナルケア」等の医療機能と「生活施設」としての機能を兼ね

備えた、「介護医療院」という新たなサービス類型が創設されることとなりました。 

本計画期間において、令和２年度の利用実績及び既存施設から１人分の転換を

踏まえた見込み量としています。 

 

介護医療院の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

29,865 29,882 29,882  29,882 29,882 

利用人数 
（人/月） 

6 6  6  6 6  

 

 

④介護療養型医療施設 

介護療養型医療施設は、療養病床等を持つ病院・診療所で指定介護療養型医療

施設の指定を受けた施設です。ここでは要介護者に対し、療養上の管理、看護、

医学的管理下での介護等の世話、機能訓練やその他必要な医療を行います。 

現時点では国の方針により、介護療養型医療施設は令和５年度末までに介護医

療院等へ移行が求められています。 

 

介護療養型医療施設の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

8,242 8,246 8,246    

利用人数 
（人/月） 

2 2  2    
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（４）居宅介護支援／介護予防支援 

居宅介護支援は、要介護者の心身の状況維持・向上を図るため、ケアマネジャ

ーが、本人の心身の状況や生活環境、本人及び家族の希望をもとに居宅サービス

計画（ケアプラン）を作成し、適切な介護サービスが受けられるよう、サービス

事業者間の連絡調整を行います。 

介護予防支援は、地域包括支援センターが要支援者の介護予防サービス計画（ケ

アプラン）を作成し、これらが確実に提供されるようサービス提供機関等との連

絡・調整などを行うものです。 

今後も居宅介護支援・介護予防支援に携わるケアマネジャーの確保とともに、

質の高いケアマネジメントが適切に提供できるよう、サービス事業者との連絡調

整に努めます。また、適正なサービスの提供が行われるケアプランが作成される

よう、ケアプランチェックを行い、給付の適正化を図ります。 

 

居宅介護支援／介護予防支援の見込み量 

項目／年度 
計画数値 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護 
給付 

給付費 
（千円） 

136,417 142,513 148,923  158,929 249,050 

利用人数 
（人/月） 

753 785  820  874 1,355 

予防 
給付 

給付費 
（千円） 

8,401 8,566 8,991  9,630 12,822 

利用人数 
（人/月） 

158 161  169  181 241  
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２．サービス事業費の見込み 

 

（１）サービス別給付費の見込み 

介護給付費 

（単位：千円） 

 
本計画期間 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

（1）居宅サービス      

 

訪問介護 234,476  246,662  258,009  277,228 470,069 

訪問入浴介護 9,800  11,617  11,617  11,617 23,634 

訪問看護 34,967  36,396  37,778  40,475 66,753 

訪問リハビリテーション 40,805  42,740  44,736  47,599 76,436 

居宅療養管理指導 30,202  31,965  33,707  36,284  62,032  

通所介護 467,496  491,693  513,467  549,521 887,275 

通所リハビリテーション 159,329  167,162  174,713  185,648 284,422 

短期入所生活介護 92,836  100,042  104,236  110,425 195,279 

短期入所療養介護 1,845  1,846  1,846  1,846  5,560 

福祉用具貸与 81,383  85,231  89,384  95,804  156,942  

特定福祉用具購入費 1,800  1,800  2,279  2,514  4,078  

住宅改修費 5,117  6,076  6,607  6,607  8,897  

特定施設入居者生活介護 5,018  5,021  5,021  5,021  5,021  

（2）地域密着型サービス      

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 0 0 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 

地域密着型通所介護 40,680 40,702 40,702 40,702 40,702 

認知症対応型通所介護 0  0  0  0 0 

小規模多機能型居宅介護 59,181  59,213  59,213  59,213  59,213  

認知症対応型共同生活介護 371,133  371,339  371,339  371,339  371,339  

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 94,302  94,354  94,354  94,354  94,354  

看護小規模多機能型居宅介護 0  78,192  78,192  78,192  78,192  

（3）施設サービス      

 

介護老人福祉施設 196,487  196,596  196,596  196,596  196,596  

介護老人保健施設 163,563  163,653  163,653  163,653  163,653  

介護医療院 29,865  29,882  29,882  29,882  29,882  

介護療養型医療施設 8,242  8,246  8,246    

（4）居宅介護支援 136,417  142,513  148,923  158,929 249,050  

介護給付費計 2,264,944  2,412,941  2,474,500  2,563,449 3,529,379 
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予防給付費 

 （単位：千円） 

 
本計画期間 

令和７年度 令和 22 年度 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

（1）介護予防サービス      

 

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 0 

介護予防訪問看護 1,342 1,343 1,752 1,752 2,219 

介護予防訪問リハビリテーション 3,889 3,891 4,413 4,413 5,837 

介護予防居宅療養管理指導 368 369 369 429 490 

介護予防通所リハビリテーション 31,353 32,327 33,762 35,934 48,231 

介護予防短期入所生活介護 283 283 283 283 283 

介護予防短期入所療養介護 0 0 0 0 0 

介護予防福祉用具貸与 6,663 6,789 7,209 7,639 10,197 

特定介護予防福祉用具購入費 251 251 251 251 725 

介護予防住宅改修費 1,671 1,671 1,671 1,671 3,506 

介護予防特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 

（2）地域密着型介護予防サービス      

 

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0 

介護予防小規模多機能型居宅介護 1,190 1,191 1,191 1,191 1,191 

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0 

（3）介護予防支援 8,401 8,566 8,991 9,630 12,822 

予防給付費計 55,411  56,681  59,892  63,193 85,501 

 

 

（２）地域支援事業費の見込み 

地域支援事業費 

（単位：千円） 

 
本計画期間 

令和７年度 令和 22 年度
合計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地域支援事業費 355,427 116,374 118,147 120,906 129,780 165,494 

 

介護予防・日常生活支援総合事業費 225,527 73,074 74,847 77,606 84,494 116,523 

包括的支援事業（地域包括支援センター

の運営）及び任意事業費 
117,000 39,000 39,000 39,000 41,179 44,864 

包括的支援事業（社会保障充実分） 12,900 4,300 4,300 4,300 4,107 4,107 
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（３）標準給付費の見込み 

標準給付費 

（単位：千円） 

 
本計画期間 

令和７年度 令和 22 年度 
合計 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

標準給付費見込額 7,680,267 2,438,619 2,586,056 2,655,592 2,754,540 3,796,699 

総給付費 7,324,369 2,320,355 2,469,622 2,534,392 2,626,642 3,614,880 

特定入所者介護サービス費等 

給付額（財政影響額調整後） 
135,953 46,845 43,664 45,444 47,969 68,205 

 

特定入所者介護サービス費等

給付額 
172,959 55,755 57,434 59,770 63,091 89,708 

特定入所者介護サービス費等

の見直しに伴う財政影響額 
37,006 8,910 13,770 14,326 15,122 21,503 

高額介護サービス費等給付額 

（財政影響額調整後） 
181,535 59,032 60,030 62,473 65,945 93,765 

 

高額介護サービス費等給付額 187,830 60,548 62,372 64,910 68,518 97,423 

高額介護サービス費等の 

見直しに伴う財政影響額 
6,295 1,516 2,342 2,437 2,573 3,658 

高額医療合算介護サービス費等 

給付額 
27,615 8,902 9,170 9,543 10,074 14,324 

算定対象審査支払手数料 10,795 3,485 3,570 3,740 3,910 5,525 

 

審査支払手数料一件当たり 

単価（円） 
 85  85  85  85 85 

審査支払手数料支払件数（件） 127,000  41,000  42,000  44,000  46,000 65,000 
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３．介護保険料基準額の設定 

 

（１）財源構成 

①介護保険給付費の財源 

介護保険事業に必要な法定サービスにかかる給付費はサービス利用時の利用者

負担を除き、50％を保険料、50％を公費で負担します。第８期計画期間（令和３

年度～令和５年度）においては、第１号被保険者（65 歳以上の方）に保険給付費

の 23％を保険料として負担していただきます。 

 

居宅給付費の財源構成                  施設等給付費の財源構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※施設等給付費とは、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、特定施設入居者

生活介護にかかる給付費をさします。それ以外のサービスにかかる給付費は居宅給付費に含みます。 

※公費のうち国の調整交付金は、市町村間の第１号被保険者の保険料格差を是正するために交付されるものであ

り、第 1号被保険者に占める後期高齢者の割合や所得分布の状況により変動する仕組みとなっています。 

 

 

②地域支援事業費の財源 

地域支援事業は、「介護予防・日常生活支援総合事業」と「包括的支援事業・任

意事業」に分かれています。 

介護予防・日常生活支援総合事業の給付費については、介護給付と同様に、公

費、第１号被保険者の保険料、第２号被保険者の保険料で構成されています。包

括的支援事業・任意事業については、第２号被保険者を除いた費用負担となって

います。 
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介護予防・日常生活支援総合事業費の財源構成  包括的支援事業・任意事業費の財源構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）第１号被保険者保険料 

①費用の負担割合 

介護保険財源は、公費と保険料とで 50％ずつを負担します。公費分は、国、県、

町がそれぞれ分担して負担し、保険料は第１号被保険者及び第２号被保険者が負

担します。負担割合は、３年ごとに政令で定められており、第１号被保険者と第

２号被保険者の人数比に応じて設定されます。 

このため、平成 27 年度から平成 29 年度までの第１号被保険者の負担割合は

22％でしたが、平成 30 年度から 23％と負担割合が増えています。 

また、後期高齢者の割合や所得段階の割合により、保険者間で保険料に格差が

生じないようにするために、調整交付金が設けられています。 

 

 

  

保
険
料 

公 

費 

保険料 
公 

費 
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②保険料収納必要額の算定 

標準給付費及び地域支援事業費のうち、第１号被保険者の介護保険料で負担す

る割合（23％）を乗じて算出した第１号被保険者負担分相当額に、調整交付金や

財政安定化基金償還金等を加減して、保険料収納必要額を算出します。 

保険料収納必要額は本計画期間の３か年で約 23.1 億円となる見込みです。 

 

保険料収納必要額の算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※調整交付金 

「第１号被保険者に占める後期高齢者の加入割合の違い」及び「第１号被保険者の所得段階別加入割合の違い」

といった、保険者の責めによらない要因により生じる第１号保険料の水準格差を全国ベースで平準化するために

交付されています。 

 

※財政安定化基金 

介護保険財政の悪化や赤字を穴埋めするために市町村が一般会計から繰入れを余儀なくされるというような事

態を回避するため、市町村に対して資金交付や資金貸付を行うことを目的に、都道府県に設置された基金。 

 

※保険者機能強化推進交付金 

地域包括ケアシステム強化のため、高齢者の自立支援・重度化防止等に関する取組を支援するために、創設され

た基金。国の評価指標に基づき評価点数に応じて保険者に配分され、高齢者の自立支援、重度化防止、介護予防等

に必要な取組を進めるための事業に活用されます。 

  

標準給付費見込み額 

7,680,267 千円 

地域支援事業費見込額 

355,427 千円 

第１号被保険者負担割合

（23％） 

介護保険給付費 8,035,694 千円 

第１号被保険者負担分相当額 

1,848,209 千円 

第１号被保険者負担分相当額 

1,848,209 千円 

調整交付金相当額 

395,290 千円 

＋ × 

＝ 

＋ 

財政安定化基金償還金 

89,000 千円 

財政安定化基金拠出金見込額 

0 千円 
＋ 

保険料収納必要額 

2,314,055 千円 
＊千円未満の四捨五入や比率の端数等の関係により合計が合

わない場合があります。 

＝ 

調整交付金見込額 

3,553 千円 － 

＋ 
保険者機能強化推進交

付金等の交付見込額 

14,891 千円 

－ 
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③第８期の介護保険料の算定 

第１号被保険者の保険料（月額）は次のとおりです。なお、所得段階は現行の

９段階を継続しますが、国標準の基準所得金額の変更に伴い、第７段階と第８段

階の境界を200万円から210万円、第８段階と第９段階の境界を300万円から320

万円とします。 

 

 

 

 

 

 

 

所得段階別対象者数の見込みと基準額に対する割合 

所得段階 対象者 
基準額に 

対する割合 
令和 
３年度 

令和 
４年度 

令和 
５年度 

合計 

第 1 段階 

・生活保護受給者 

・世帯全員が住民税非課税で、老齢福祉

年金受給者 

・世帯全員が住民税非課税で、本人の課税

年金収入額と合計所得金額の合計が 80

万円以下の人 

0.50 1,331  1,349  1,359  4,039  

第 2 段階 

・世帯全員が住民税非課税で、本人の課税

年金収入額と合計所得金額の合計が 80

万円を超え 120 万円以下の人 

0.75 851  862  869  2,582  

第 3 段階 

・世帯全員が住民税非課税で、本人の課税

年金収入額と合計所得金額の合計が

120 万円を超える人 

0.75 731  741  746  2,218  

第 4 段階 

・本人が住民税非課税（世帯で課税者あり）

で、本人の課税年金収入額と合計所得

金額の合計が 80 万円以下の人 

0.90 1,010  1,023  1,031  3,064  

第 5 段階 

・本人が住民税非課税（世帯で課税者あり）

で、本人の課税年金収入額と合計所得

金額の合計が 80 万円を越える人 

1.00 

基準額 
1,357  1,374  1,385  4,116  

第 6 段階 
・本人が住民税課税で、本人の合計所得金

額が 120 万円未満の人 
1.20 1,652  1,673  1,685  5,010  

第 7 段階 
・本人が住民税課税で、本人の合計所得金

額が 120 万円以上 210 万円未満の人 
1.30 1,153  1,168  1,176  3,497  

第 8 段階 
・本人が住民税課税で、本人の合計所得金

額が 210 万円以上 320 万円未満の人 
1.50 457  463  466  1,386  

第 9 段階 
・本人が住民税課税で、本人の合計所得金

額が 320 万円以上の人 
1.70 410  415  418  1,243  

合計 8,952  9,068  9,135  27,155 

所得段階別加入割合補正後被保険者数 8,982  9,097  9,164  27,243 

  

保険料基準月額：7,150 円（年額 85,800 円） 

基準額（月額）＝保険料収納必要額（2,314,055 千円）÷予定保険料収納率（99.0％）÷

所得段階別加入割合補正後被保険者数（27,243 人＝令和３～５年度の合計）÷12 月 
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第６章 計画推進に向けて 

１．計画の推進体制について 

 

（１）住民、地域、行政等の連携 

高齢者福祉の取組を推進する上で、住民・関係団体等の理解と参加が不可欠で

す。 

この計画の実施状況等に係る情報を住民に分かりやすく周知し、情報を共有す

ることで、広く意見や提言をしやすい環境づくりに努め、住民の参加と協力が得

られる体制の整備と、活動者・団体との連携を図ります。 

 

（２）住民意識の啓発と地域福祉の推進 

高齢者が社会の進展に寄与してきたことを次の世代が受け継ぎ、発展させ、更

に次の世代につないでいくためには、一人一人の意識改革が必要です。また、福

祉は与えるもの、与えられるものといったように、「支え手側」と「受け手側」に

分かれるのではなく、地域のあらゆる人が役割を持ち、支え合いながら、自分ら

しく活躍できる地域コミュニティを育成し、公的な福祉サービスと協働して助け

合いながら暮らすことのできる「地域共生社会」を実現するためには、一人一人

の意識啓発が不可欠です。 

このため、地域の将来を担う子どもたちが福祉について正しく理解するための

福祉教育や、地域の人々が福祉に対する意識を高め、福祉活動に積極的に参画で

きるよう、地域福祉の理念に基づき、地域全体で社会福祉を支えていく仕組みの

構築を目指します。 

 

（３）広報体制の充実 

介護保険サービス、健康づくり、介護予防、保健事業、福祉事業、地域福祉活

動等様々なサービスや制度を含めた情報について、広報紙、パンフレット、ホー

ムページ等の多様な媒体や各種事業を活用した広報活動を行い、町民への周知を

図ります。介護保険の実施状況については、地域包括ケア「見える化」システム

を効果的に活用して、積極的に情報提供を行います。 

また、広報活動においては、拡大文字や図などを用いて、可能な限り分かりや

すい資料の作成を行い、障がいのある方などにも配慮した情報提供と周知に努め

ます。 
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２．計画の進捗管理について 

 

地域包括ケアシステムの深化・推進及び介護保険制度の持続可能性の確保のた

めには、地域課題の分析と対応が必要であり、保険者機能を抜本的に強化してい

く必要があることから、目標達成に向けた活動を継続的に改善する取組である「地

域マネジメント」を推進していく必要があります。 

具体的には、①地域包括ケア「見える化」システムなどを活用し、地域の実態

把握・課題分析を行い、②実態把握・課題分析を踏まえ、地域における共通の目

標を設定し、関係者間で共有するとともに、その達成に向けた具体的な計画を作

成し、③この計画に基づき、地域の介護資源の発掘や基盤整備・多職種連携の推

進・効率的なサービス提供も含め、自立支援や介護予防に向けた様々な取組を推

進して、④これらの取組の実績を評価した上で、計画について必要な見直しを行

う、というＰＤＣＡサイクルを繰り返し行うことが重要です。 

このため、年度ごとに目標に対する進捗状況の把握や点検・評価を行うととも

に、その課題への対応方策について協議を行います。 
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資料編 
 

１．藍住町介護保険事業計画等策定委員会設置要綱 

 

 

藍住町介護保険事業計画等策定委員会設置要綱 

 

（目的） 

第１条 介護保険法（平成９年１２月１７日法律第１２３号）に基づく介護保険事業の円滑な

運営を確保し、介護サービスの基盤整備を計画的に進めるための基本となる計画（以下「計

画」という。）を策定するため、藍住町介護保険事業計画等策定委員会（以下「策定委員会」

という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 策定委員会の所掌事務は、次のとおりとする。 

（１）  計画を策定するための基本事項の検討及び総合調整に関すること。 

（２） 計画案の作成に関すること。 

（３）  藍住町高齢者保健福祉計画の見直し及び作成に関すること。 

（４）  その他計画の策定に当たって必要と認められること。 

（組織） 

第３条 策定委員会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 委員は、介護保険に関し見識を有する者のうちから、町長が委嘱する。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 策定委員会に、委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は策定委員会の会務を統括し、策定委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故ある時又は委員長が欠けたときはその職務を

代理する。 

（会議） 

第５条 策定委員会は、必要に応じ委員長が招集し、議長となる。 

（部会） 

第６条 策定委員会は、必要に応じ部会を設置することができる。 

（関係者の出席） 

第７条 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議への出席を求め、意見を

聴くことができる。 

（報償金） 

第８条 委員に予算の範囲内で報償金を支払うことができる。 

２ 前項に規定する報償金の額は、町長が別に定める。 

（庶務） 

第９条 策定委員会の庶務は、健康推進課において処理する。 

（その他） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成１７年８月１日から施行する。 

 この要綱は、平成２３年９月１日から施行する。 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
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２．第８期藍住町介護保険事業計画等策定委員会 

 

期間 審 議 内 容 

令和２年５月１日 

～令和３年３月 31日 

（１）介護保険事業の状況 

（２）高齢者実態調査結果 

（３）藍住町第８期介護保険事業計画及び高齢者福祉計画（骨子案） 

（４）藍住町第８期介護保険事業計画及び高齢者福祉計画（素案） 

（５）第８期の介護給付見込み量及び推計保険料 

（６）パブリックコメント実施結果 

（７）藍住町第８期介護保険事業計画及び高齢者福祉計画（最終案） 
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３．用語解説 

 

あ行 

 

●ＮＰＯ（Non-Profit Organization） 

非営利組織を表す言葉で、政府・自治体や私企業とは独立した存在として、住民・民間

の支援のもとで社会的な公益活動を行う組織・団体です。 

 

か行 

 

●介護支援専門員（ケアマネジャー） 

要介護者等からの相談に応じて、その人の心身の状況に応じて適切な介護サービスを利

用できるよう市町村、サービス提供事業者等との連絡調整を行う職種で、要介護者等が自

立した日常生活を営むのに必要な援助に関する専門的知識、技術を有する人のことをいい

ます。 

 

●介護予防・日常生活支援総合事業 

要支援者の多様な生活支援ニーズに対応するため、従来介護予防給付として提供されて

いた全国一律の介護予防訪問介護及び介護予防通所介護を、市町村が地域の実情に応じて

実施する地域支援事業に移行し、要支援者自身の能力を最大限生かしつつ、既存の介護保

険事業所のほかＮＰＯやボランティア等よる多様なサービスを総合的に提供する仕組みと

して、介護保険法の中に位置付けられたものです。訪問型・通所型サービス等からなる介

護予防・生活支援サービス事業や、介護予防普及啓発事業等からなる一般介護予防事業な

どのサービスがあります。 

 

●居宅サービス計画（ケアプラン） 

要介護者等が、介護サービスを適切に利用できるように、心身の状況、生活環境、サー

ビス利用の意向等を勘案して、サービスの種類、内容、時間及び事業者を定めた計画のこ

とをいいます。 

 

●ケアマネジメント 

要介護者等に対して、地域の様々な社会資源を活用したケアプランを作成し、適切なサ

ービスを行う手法のことをいいます。 

 

●健康寿命 

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間。平均寿命が「何年生き

られるか」という指標であるのに対し、「自立して健康に暮らす」という生活の質を捉え

た指標です。 

 

●権利擁護 

高齢や障がいなどのため自分で判断することが不十分な人に代わって、援助者が代理と

して財産管理や契約行為などの権利を行使し、本人の不利益とならないよう支援すること

をいいます。 

 

●コーホート変化率法 

「コーホート」とは、同じ年（または同じ期間）に生まれた人々の集団のことをいいま

す。「コーホート変化率法」とは、各コーホートについて、過去における実績人口の動勢

から「変化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法です。 
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さ行 

 

●社会福祉協議会 

社会福祉・保健衛生・その他生活の改善向上に関連のある公私関係者の参加・協力によ

り、地域福祉を推進するため、社会福祉法に基づき設置されている組織のことで、市町

村、都道府県及び中央（全国社会福祉協議会）の各段階に組織されています。 

 

●社会福祉士 

社会福祉士及び介護福祉士法によって創設された、ソーシャルワーク専門職のことをい

います。専門的知識と技術をもって、日常生活に支障がある人の福祉に関する相談に応

じ、助言、指導その他の援助を行います。 

 

●主任ケアマネジャー 

介護支援専門員（ケアマネジャー）であって、居宅介護支援事業所のケアマネジャーに

対するケアプラン作成技術の指導など、地域包括的ケアマネジメントの中核的な役割を担

う専門職で、一定の研修を修了した人のことをいいます。 

 

●生涯学習 

自己の充実・啓発や生活の向上のために、自発的意志に基づき、自己に適した手段・方

法で生涯を通じて行う学習のことをいいます。職業的なものから趣味的、社会的なものま

で広い範囲のものを生涯学習と呼ぶことができます。 

 

●生活支援コーディネーター 

生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備とその充実を目的に、①資源開発、②ネ

ットワークの構築、③ニーズと取組のマッチングといったコーディネート機能を担いま

す。 

 

た行 

 

●団塊の世代 

戦後の主に昭和 22（1947）年～昭和 24（1949）年生まれの世代のことで、この世代の

出生数・出生率は以後のどの世代よりも高くなっています。 

 

●地域共生社会 

制度・分野ごとに『縦割り』や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や

地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて

『丸ごと』つながることで、住民一人一人の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく

社会です。 

 

●地域包括ケアシステム 

重度な要介護状態になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続

けることができるよう、生活上の安全・安心・健康を確保するために住まいや医療・介

護、予防のみならず、福祉サービスを含めた様々な生活支援サービスが日常生活の場で適

切に提供できるような地域での支援体制をいいます。 

 

●地域包括ケア「見える化」システム 

都道府県・市町村における介護保険事業（支援）計画等の策定・実行を総合的に支援す

るための情報システムです。介護保険に関連する情報をはじめ、地域包括ケアシステムの

構築に関する様々な情報が本システムに一元化され、かつグラフ等を用いた見やすい形で

提供されています。  
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●地域マネジメント 

地域の実態把握・課題分析を通じて、地域における共通の目標を設定し、関係者間で共

有するとともに、その達成に向けた具体的な計画を作成・実行し、評価と計画の見直しを

繰り返し行うことで、目標達成に向けた活動を継続的に改善する取組です。 

 

な行 

 

●認知症ケアパス 

認知症と疑われる症状が発生したときから、生活をする上で色々な支障が出てくる進行

状況に合わせて、本人と家族がどのような医療や介護サービスを受ければよいか、標準的

なサービス提供の流れをわかりやすく示したものです。 

 

●認知症サポーター 

認知症について理解し、認知症の人や家族を見守る人で、90 分間の「認知症サポーター

養成講座」を受ければ誰でもサポーターになれます。オレンジ色のリストバンドがサポー

ターの印です。 

 

●認知症疾患医療センター 

認知症の鑑別診断、専門医療相談、身体合併症への対応、医療情報の提供等を行うとと

もに、地域の保健医療・介護機関等との連携を担う中核機関として指定を受けた医療機関

です。 

 

●認知症初期集中支援チーム 

認知症の方やその家族を対象に家庭を訪問し、初期段階におけるアセスメントの実施、

認知症の症状や病気の進行に沿った対応方法の説明、在宅ケアの提供、家族に対する助言

などを行い、一定期間、集中的に本人や家族に関わるチームです。 

 

●認知症地域支援推進員 

認知症の方が、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、認知症関係機関

（地域包括支援センター、認知症疾患医療センター等）と、地域で認知症の方を支援する

関係者（介護サービス従業者、認知症サポーター等）との連携の構築や、地域における認

知症の方とその家族への支援体制の構築などの役割を担います。 

 

は行 

 

●バリアフリー 

道路や建築物の入口の段差などの解消や、読みやすい大きな文字・点字での表示など、

高齢者、障がいのある人などの社会参加や自立を困難にしている物理的、社会的、制度

的、情報的な障壁（バリア）を除去し、全ての人が暮らしやすくする概念をいいます。 

 

●ＰＤＣＡサイクル 

計画（Plan）を実行（Do）し、評価（Check）して改善（Action）に結び付け、その結

果を次の計画に生かすプロセスのことです。 

 

や行 

 

●ユニバーサルデザイン 

年齢や障がいの有無などに関わらず、できるだけ多くの人が利用できるようにデザイン

することです。 
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